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わたくしたちは、この目黒区を、わたくしたちの力で明るく住みよい地域社会にするため、
つぎのことを心にとめて、その実践につとめます。

１．人間性を尊重し、明るい豊かな人間のまちの実現に努力します。
１．広く暖かい心を養い、信頼と協力の人間関係を育てます。
１．地域のくらしをたいせつにし、緑と水と青い空をまもります。
１．伝統や文化遺産をたいせつにし、よいしきたりや新しい文化をきずきます。
１．こどもからおとしよりにいたるまで、お互いにたすけあい、
　　この目黒区に、生きがいのある生活を実現します。

（昭和52年10月1日制定）

区民憲章
─まちづくりのために─

区の木

しじゅうから

区の花

区の鳥
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しい



「住みたいまち、住み続けたいまち目黒」の実現に向けて
平成12年に目黒区基本構想、基本計画を改定してから早９年が過ぎようとしています。
この間、基本計画に沿って区政のあらゆる分野で様々な施策や事業を進めてまいりまし
た。毎年実施している世論調査では、目黒区に住み続けたいと望む方が90％台半ばを占
め続け、本区が積み重ねてきたまちづくりの取組が定住意向の高さとなって現れている
と考えています。
一方で、区政を取り巻く環境は大きく変化しており、高齢化の一層の進行、子育て支
援ニーズの増大、安全・安心に対する関心の高まり、地球的規模で広がる環境悪化、老
朽化する区有施設への対応など、区が取り組むべき課題はますます増えています。また、
地方分権改革、都区制度改革が進められる中で、拡大する権限と責任にふさわしい主
体的な自治体運営を確立していくことが一層求められています。
こうした状況変化を踏まえ、諸課題に的確に対応して区民生活の一層の向上を図って
いくため、このたび、平成22年度から31年度までの10か年を計画期間とする新たな基本
計画を策定いたしました。この計画は、目黒区基本構想を継承しつつ、少子高齢化、安
全・安心、地球温暖化、地域活性化など時代状況を映し出した緊急の課題に的確に取り
組み「住みたいまち、住み続けたいまち目黒」の実現を図るとともに、基本構想で示し
た「ともにつくる　みどり豊かな　人間のまち」を目指して、施策を総合的・計画的に
推進するための道すじを明らかにしたものです。
今回の計画では、計画に特徴を持たせ優先的に重点課題に取り組むため「六つのゼロ
戦略～重点プロジェクト」を設けたほか、計画の目指している姿や方向を分りやすく示
す数量的な指標を導入しました。
計画改定に際しては、改定着手前の段階から区民アンケート調査の実施や計画改定に
対する区民意見の募集を行いました。さらに、めぐろ区報臨時号の発行、ホームページ
への掲載、地区別説明会の開催など様々な取組を通じて広く区民の皆様に内容をお知ら
せし、パブリックコメントを実施いたしました。ご協力いただきました皆様に、改めて
厚くお礼申し上げます。いただいたご意見は、様々な角度から検討し、できる限り計画
に反映するよう努めました。計画に反映できなかったものを含めて、今後、施策や事業
を具体的に進める際の貴重なご意見として参考にさせていただきます。
新たな基本計画を区政運営の指針として、「住みたいまち、住み続けたいまち目黒」
の実現に向けて全力で取り組んでまいりますので、本区のまちづくりへのご理解とご協
力をお願い申し上げます。

平成 21 年 10 月　　　　　　　　　　　

目黒区長　青　木　英　二
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第
１
節
計
画
の
概
要

第１ 計画改定の趣旨

目黒区は、平成12年10月「人権と平和を尊重する」「環境と共生する」「住民自治を確立する」の三つ

を基本理念とする基本構想を策定するとともに、基本構想を実現するための政策に係る長期的な総合計画

として、平成13年度からの10か年を計画期間とする基本計画を策定し、区政のあらゆる分野にわたる施

策・事業を展開してきました。

この間、少子高齢化の一層の進行や人口減少社会の接近、安全・安心の確保、暮らしのセーフティネッ

ト※の充実、地球的規模の環境問題、社会の様々な面での格差問題、地方分権※改革、都区のあり方の検

討など、新たに対応すべき行政課題がますます増加しています。

一方、近年の区財政は、特別区民税収入の伸びや着実に取り組んできた行財政改革等によって一定水準

を保ってきました。しかしながら、平成20年後半以降、わが国経済は世界同時不況ともいうべき世界経

済の影響を受け、雇用情勢の悪化、内需停滞も相まって景気後退を余儀なくされ、国民生活や事業活動に

大きな影響をおよぼすこととなりました。国内景気は、各種の経済対策などによって持ち直しの兆しが見

られますが、生産水準の低さなどから、景気の下振れリスクも懸念されます。今後、歳入の根幹をなす区

税・特別区交付金収入への影響が予想されるなど、中長期的には、増加する行政課題に対応できるだけの

財源を確保することが困難な状況となっています。新たな課題への対応や昭和40・50年代に整備した区

立施設の老朽化に伴う改築や修繕・改修への必要な対応等も踏まえると、更に厳しい行財政運営が予想さ

れます。

以上の状況を踏まえ、安全・安心、少子高齢化、地球温暖化、地域活性化など時代状況を映し出した緊

急の課題に的確に取り組み、「住みたいまち、住み続けたいまち目黒」の実現を図るとともに、基本構想

の三つの理念を象徴的に表した「ともにつくる　みどり豊かな　人間のまち」を目指して諸施策を総合的、

計画的に推進するため、新たな基本計画を策定します。

計画の概要

第 1 節
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第２ 計画の目的

本計画は、目黒区基本構想に掲げる「ともにつくる　みどり豊かな　人間のまち」を実現するため、今

後10年間に取り組むべき課題と施策の基本的な方向を、総合的、体系的に示すものです。

また、この計画は、広く区民や関係者の理解と連携・協力によって達成すべき目標として策定するもの

です。

第３ 計画の性格、範囲、構成

１　計画の性格

本区は、長期計画として基本構想、基本計画、実施計画を定め、長期計画の下に各種の補助計画を

作成し、区政を総合的、計画的に推進することとしています。

基本計画は、区の政策に係るすべての分野を含む総合的な計画であり、区が具体的に施策を進める

場合の基本路線としての性格を有しています。分野ごとに策定する補助計画の上位計画にあたるもの

であり、各分野の施策に関する詳細な内容は、補助計画に委ねることとします。

実施計画は、基本計画を踏まえ必要な事業を計画的に実施するため、実効性を確保する観点から、

財源の裏付けをもった具体的な事業計画とします。

２　計画の範囲 

本計画で取り上げる施策の対象は、計画の実現を確保するため、原則として区の権限に属するもの

や責務となっているものとしています。

基本計画になじまない短期的な施策や経常的・日常的に取り組んでいる施策を除き、行政課題とし

て区が計画的に進めるべき施策について、取組の方向を掲げました。

また、都区のあり方の検討状況を踏まえ、今後拡大が見込まれる事務事業についても留意しました。

区民生活に大きな影響をおよぼす課題については、区の権限外のものであっても、国、都への要請な

どの方向で取り上げています。
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基 本 構 想
（区政運営の指針）

基 本 計 画
（10か年の長期総合計画）

実 施 計 画
（5か年の行財政計画）

具  体  化

長 期 計 画 主な補助計画（基本目標等別）

長期計画（基本構想、基本計画、実施計画）の体系

区　　　　　　　　　　民

国　・　都　・　民  間  等

長 期 計 画

参 加・協 働

協 力・要 請

基 本 構 想
（区政運営の指針）

基 本 計 画
（10か年の長期総合計画）

実 施 計 画
（5か年の行財政計画）

具  体  化

主な補助計画（基本目標等別）

豊かな人間性をはぐくむ
　　　文化の香り高いまち

■ 男女平等・共同参画推進計画
■ 生涯学習実施推進計画
■ めぐろ学校教育プラン
■ 特別支援教育推進計画
■ めぐろ芸術振興プラン　など

ふれあいと活力のあるまち
■ 産業振興ビジョン
■ 観光ビジョン　　　　　など

ともに支え合い
　　　健やかに安心して暮らせるまち

■ 保健医療福祉計画
■ 健康めぐろ21
■ 子ども総合計画
■ 介護保険事業計画
■ 障害者計画　　　　　　など

環境に配慮した
　　　安全で快適なまち　

■ 都市計画マスタープラン
■ みどりの基本計画
■ 景観計画
■ 放置自転車対策基本計画
■ 住宅マスタープラン
■ 地域防災計画
■ 環境基本計画　　　　　など

行財政運営
■ 情報化推進計画
■ 行革計画　　　　　　　など
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３　計画の構成
（1）基本計画の体系

本計画は、「第1章　計画の意義と役割」「第2章　基本目標別計画」「第3章　重点プロジェクト」

「第4章　計画を推進するために」の4章で構成しています。

第1章では、計画改定の背景や計画の概要、計画の方向などの総論的な内容について説明してい

ます。

第2章では、基本構想に掲げる「基本目標」と「施策の基本的な方向」を踏まえて、それぞれの

分野の現況と課題、目標とする姿、施策の体系、個々の施策を掲げました。

第3章では、基本構想の実現に向けて、特に、計画期間内で優先的に取り組むべき施策の方向を

重点プロジェクトとして示しました。

第4章では、「基本目標」とともに基本構想に掲げる「基本方針」を踏まえつつ、本計画を推進

するために、区として保つことが必要な取組姿勢を掲げました。

基本計画の体系
基本理念 基本目標 施策の基本的方向（施策数）

１

る
す
重
尊
を
和
平
と
権
人

２

る
す
生
共
と
境
環

３

る
す
立
確
を
治
自
民
住

１豊かな人
間性をは
ぐくむ文
化の香り
高いまち

① 平和と人権施策の推進

策
施

重点
プロジェクト

① 地域安全
　 プロジェクト

② 健康長寿
　 プロジェクト

③ 子ども応援
　 プロジェクト

④ 快適住環境
　 プロジェクト

⑤ 地球温暖化防止
　 プロジェクト

⑥ ふれあい・
　 にぎわい
　 プロジェクト

計画を推進
するために

① 協働を基本
とした区政
の推進

③ 身近な政府
としての自
治体運営の
確立
（６施策）

② 生涯学習の推進
③ 地域ぐるみの教育の振興
④ 学校教育の振興
⑤ 社会教育、スポーツ・レクリエーションの振興
⑥ 芸術文化の振興

２ふれあい
と活力の
あるまち

① 豊かなコミュニティの形成

策
施
９② 魅力ある商店街づくり

③ 産業･観光の振興
④ 消費生活の向上

３ともに支
え合い健
やかに安
心して暮
らせるま
ち

① 健康づくりの推進

策
施

② 保健医療などの充実
③ 地域福祉・地域ケアの推進
④ 福祉のまちづくりの推進

まちづくり
の方向

⑤ 子育ち・子育て支援、青少年育成の充実
⑥ 高齢者、障害者などの福祉の充実

る
く
つ
に
も
と

な
か
豊
り
ど
み

ち
ま
の
間
人

４環境に配
慮した安
全で快適
なまち

① 自然環境の保全・創出

策
施

② 都市景観の形成
③ 調和のとれた都市構造の実現
④ 道路・交通体系の整備
⑤ 快適な居住環境の確保
⑥ 安全で安心なまちの実現
⑦ 環境への負荷の少ない地域社会の形成

基本方針
１　区民と行政の協働によるまちづくりの推進
２　男女が平等に共同参画する社会づくりの推進
３　基礎自治体としての行財政能力の充実

②コミュニテ
ィ形成を通
じた地域課
題への取組
の推進

基本構想に基づく項目 基本計画での項目
基本計画に掲げている項目
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（2）計画構成の変更

計画改定にあたっては、長期総合計画として適切に取組方向を示す施策となるよう、また、より

区民に分りやすい計画となるよう、構成変更などの見直しを行いました。

ア　施策レベルの大くくり化
本計画に掲げる施策は、次の理由から、これまでより大くくりの内容で設定しました。

 ○  10か年の長期総合計画として、計画期間内の社会経済状況の変動に対応できる施策・内容にす

るため。

 ○  具体的な施策内容については各分野で策定されている補助計画等に委ね、補助計画の施策項目・

内容と基本計画の施策項目・内容が重複しないようにするため。

 ○  事業レベルの項目と取組の方向レベルの項目との混在を避け、区が目指す姿を施策項目として区

民に示すため。

基本計画

実施計画
補助計画

基本構想
基本目標等

施策の基本的方向

基本的な施策

分野別の具体的な施策

個別の事業や取組

基本計画

実施計画
補助計画

基本構想

イ　重点プロジェクトの設定
次の理由から、特に計画期間内で優先的に取り組むべき施策の方向を、重点プロジェクトとして

第3章に掲げました。

 ○  10か年の長期総合計画として重点的な課題を設定し、関連する施策を有機的に連動させ、優先

的・先導的に取り組むことによって効果的・効率的に基本目標の実現を図るため。

 ○  計画期間内に、区がどこに力点を置いて施策に取り組むかを明確にした計画とするため。

 ○  計画期間内の各年度予算編成等に係る政策課題や事業と、基本計画に掲げる目標や施策を体系的

につなぐため。

ウ　指標の設定
次の理由から、本計画では、第3章の重点プロジェクトごとに、目標とする地域像を象徴的に表

す指標を複数設定しました。

 ○  目標とする数量的な指標を計画に設定することによって、一定期間を経た後に達成状況を確認し、

計画の進捗を把握するため。

 ○  計画に基づく取組の効果を確認するとともに、次の計画や政策へと生かすため。

 ○  計画の目指している姿や方向を、区民に分りやすく示すため。
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第４ 計画の期間

本計画は、計画の初年度を平成22（2010）年度とし、目標年度を平成31（2019）年度とする10か年

の計画です。

しかしながら、計画の内容は、固定したものではなく、社会経済状況の変化や区民生活の実態に柔軟に

対処できるものでなければなりません。また、実施計画に対し、施策の方向を示す計画として常に先導的

なものでなければなりません。

本計画の内容は、計画期間中においても必要に応じて見直しを行い、大幅な状況変化が生じた場合には

改定することとします。
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基本構想に掲げる基本理念の実現に向けて、潤いのある都市環境と安全で安心な区民の暮らしを確保し、

だれもが生き生きと快適に住み続けることができる地域社会を構築するためには、区の置かれた歴史的、

地理的、社会的な諸条件を把握し、特性を踏まえた計画を策定することが必要です。

また、社会経済の動きを見据えて地域の実状にあったまちづくりを進めるためには、基礎的な指標であ

る人口等の動向を可能な限り的確に予測し、将来の目黒を展望した計画を策定することが求められます。

計画の改定および推進にあたって、本区の状況を改めて見つめ直すとともに、基礎的な指標である人口

の見通しおよび財政見通しに関する考え方を示します。

第１ 目黒区の状況

１　区の沿革
（1）歴史的変遷

本区の歴史をみると、江戸時代は、江戸市中に野菜を供給する近郊農村地域であるとともに、古

くからの神社、仏閣等の立地を背景とする近郊遊楽の地として人々に親しまれていました。

明治以降は、近代化の過程で都心の発展に伴い市街化し、大正12年の関東大震災や昭和2年の

東横線の開通などを主な契機とする宅地化により、比較的環境に恵まれた住宅地域へと変化してき

ました。

産業的には、明治期に目黒川や三田用水の利用を目的とした工業集積が始まり、昭和に入ると、

京浜工業地帯の後背地として工業集積が進行するとともに、商業では、宅地化の進行に伴い、近郊

農地から最寄り品商業地として近隣商店街が形成されてきました。

以上のように本区は、都心に近い良好な住宅地として、また、中目黒や自由が丘をはじめとする

目黒区の現状と将来見通し

第 2 節
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おしゃれな商業地を擁する地域として、バランスよく発展を遂げてきました。

（2）制度的変遷

区の誕生を制度的な変遷からみると、東京府の発足により、明治11年から東京府荏原郡の6か

村を構成し、その後、目黒村・碑衾村の時代、さらに、目黒町・碑衾町の時代を経て、昭和7年

10月１日に東京市35区の一つとして目黒区が誕生しました。

昭和18年には都制施行があり、昭和22年の日本国憲法施行とともに地方自治法が制定されると

東京市の35区は22区に統合され、さらに、練馬区が板橋区から独立して今日の23区となりました。

しかし、特別区は東京都の下部機構と見られていたため、特別区の権限は縮小する方向に進み、

昭和27年には区長公選制も廃止されました。

その後、自治権の拡充運動により、昭和40年には福祉事務所等の事務事業が区へ移管されると

ともに、特別区税の法定化、地方債の運用開始をはじめ財政自主権の強化が図られてきました。ま

た、昭和50年には区長公選制が復活したほか、保健所の事務事業の移管、職員身分の区への移行、

財政制度の改善などが行われました。

以上の経過をたどり、特別区は、自治体としての基盤強化が行われてきましたが、依然として自

治権の保障された地方公共団体に位置づけられるまでには至らず、その後も特別区制度の改革を目

指して自治権拡充運動が進められてきました。

平成2年には、第22次地方制度調査会から、特別区を特別地方公共団体としつつも基礎的な地

方公共団体として位置づけるべきとする「都区制度の改革に関する答申」が内閣総理大臣へ提出さ

れ、都区制度改革を目指す運動は大きく盛り上がりを見せました。

平成12年4月には、「地方自治法等の一部を改正する法律」の施行により、特別区は一般の市と

同様に基礎的な自治体として法律に明確に位置づけられるとともに、特別区の自主性・自律性の強

化と清掃事業等の区民に身近な事務の移管が実現することとなりました。

以上のように、基礎的な自治体としての特別区の実現は、半世紀もの間にわたり取り組んできた

自治権拡充運動がようやく実を結んだものであり、本区の行財政におよぼした影響と意義はたいへ

ん大きいものがあります。

一方で、東京都と特別区との関係では、「大都市地域における行政の一体性および統一性の確保」

を理由に自治体としての事務の範囲が限定されており、平成12年以降も財源調整など都区間の協

議が行われました。

都区のあり方の関係では、平成18年に「検討組織を都区共同で設置する」との仕切り直しが行

われ、協議は「都区のあり方に関する検討会」の場で進めることとなり、事務配分などに関して検

討会が基本的な方向を取りまとめた後、更に「都区のあり方検討委員会」を設置して都区の事務配

分、特別区の区域のあり方、都区の税財政制度の議論を順次進めています。

また、特別区制度調査会と東京自治制度調査会の双方から自治制度に関する報告書が出されると

ともに、国の「道州制」移行や「新分権一括法」制定の動きもあるなど、特別区制度の見直しにつ

ながる大きな変化も予想されます。

目黒区は、今後も進められる地方分権※改革を見据え、名実ともに備わる「基礎自治体」として、

拡大する権限と責任にふさわしい主体的な自治体運営を確立していくことが求められています。
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２　地理的状況 

本区は、都心の西南約10ｋｍに位置し、品川、大田、世田谷、渋谷の各区と接しています。面積

は14.7k ㎡で、東京都の面積の0.7％、23区部の2.4％であり、23区中16番目の広さとなってい

ます。

地形的には、標高35ｍ前後の北の淀橋台と南

の荏原台にはさまれ、西北から東南に流れる目黒

川と呑川の谷により、目黒台と呼ばれる標高30

ｍほどの台地を形成し、区のほぼ中心をぬうよう

に立会川がわずかに窪地を形づくっています。

台地と三つの水系からなる起伏に富んだ地形

は、住宅地としての優れた条件となっていました

が、都心に近接し、京浜工業地帯に隣接している

などの地理的要素も重なり、徐々に都市化・過密

化が進み、豊かな自然景観は面影をわずかに残す

にとどまっています。呑川、立会川は、ほとんど

が下水道幹線として暗きょ※化され、上部は緑道

として活用されています。

埼玉県

板橋区

練馬区

足立区

葛飾区
北区

豊島区 荒川区

台東区文京区
新宿区

千代田区

中央区
港区

目黒区

品川区

大田区

0 5 10km

渋谷区

世田谷区

中野区

杉並区 墨田区

江東区
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千葉県

東京湾
神奈川県
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Ｎ

摩
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呑

立

目

九
会

黒

品仏

大田区

品川区目黒区世田谷区
蛇崩川

烏山川

川

川

川

川

川

羽
田
空
港

平
和
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目黒台 淀橋台荏原台
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沖積層

三浦層群

沖積層

武蔵野砂礫層 関東ローム層

東京礫層

下部東京層

上部東京層
渋谷粘土層

（
西
南
）

（
東
北
）

東
京
層

武蔵国荏原郡
上目黒村

東京府荏原郡
上目黒村

明治
11
年

（1878年）

　
　

江戸時代
22
年

（1889年）

明治
22年

昭和
2年

大正
11
年

（1922年）

昭和
7
年

（1932年）

　
18
年

（1943年）

　
22
年

（1947年）

　
27
年

（1952年）

　
40
年

（1965年）

　
50
年

（1975年）

平成
12
年

（2000年）

　
21
年

（2009年）

東
京
府
荏
原
郡

目
黒
村

東
京
府
荏
原
郡

目
黒
町 東

京
市
目
黒
区

東
京
都
目
黒
区

地
方
自
治
法
施
行
、
区
長
・
区
議
選
実
施

区
長
公
選
廃
止

福
祉
事
務
所
な
ど
の
事
務
移
管

保
健
所
な
ど
の
事
務
移
管

区
長
公
選
復
活
、
任
用
・
財
政
制
度
改
正

清
掃
事
業
、
教
育
委
員
会
の
処
理
す
る

事
務
な
ど
の
移
管

東京府荏原郡
中目黒村

東京府荏原郡
下目黒村

東京府荏原郡
三 田 村

武蔵国荏原郡
中目黒村

武蔵国荏原郡
下目黒村

武蔵国荏原郡
三 田 村

武蔵国荏原郡
碑文谷村

武蔵国荏原郡
衾　　村

東京府荏原郡
碑文谷村

東京府荏原郡
衾　　村

東京府
荏原郡
碑衾村

東京府
荏原郡
碑衾村

目黒区の歴史
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３　社会経済状況
（1）人口、世帯

ア　常住（夜間）人口等 
目黒区の人口は、昭和40年国勢調査時の298,774人（住民基本台帳人口287,361人）をピー

クに、以後減少を続けてきました。特に、バブル経済期の昭和63年前後には、地価高騰の影響を

受け転出者が急増し年5,000人規模の減少が続きましたが、バブル経済崩壊後は、地価の下落等

に伴い平成6年を底に平成7年から増加傾向に転じています。(平成20年10月1日現在、住民基本

台帳人口253,240人（男性118,900人、女性134,340人））

男女別では、昭和46年以降一貫して女性人口が男性人口を上回っており、女性人口の構成比（住

民基本台帳）は、平成20年10月1日現在53.0％で、23区平均の50.5％と比較して高い割合になっ

ています。

外国人登録者数は、昭和57年頃から増加が進み、平成14年には8,416人になりましたが、以

降8千人前後で推移しています。（平成20年9月末現在7,916人）

人口密度（住民基本台帳）は、平成20年10月現在17,227人／ k㎡で、23区平均の13,585

人／ k㎡を大きく上回り、中野、豊島、荒川に次いで４番目に高い人口密度になっています。区

内住区別にみると地域差が大きく、最も低い住区と高い住区とを比較すると約2.6倍の開きになっ

ています。

年齢階層別の人口構成比（住民基本台帳）をみると、平成20年10月時点で年少人口（15歳未

満）10.1％、生産年齢人口（15～64歳）71.4％、高齢人口（65歳以上）18.6％となっており、

特別区平均の年少人口11.2％、生産年齢人口69.3％、高齢人口19.5％と比べると年少人口割合

と高齢人口割合がともに約1％低く、生産年齢人口割合が約2％高くなっています。

合計特殊出生率をみると、平成20年は0.80人であり、東京都の1.09人、国の1.37人と比べ

て極めて低いものとなっています。

配偶関係（国勢調査）では、国、東京都と比べて未婚割合が高く、特に女性（15歳以上）は平

成17年で35.0％と、都の30.0％より5ポイント高く、国の23.2％の1.5倍近い割合となってお

り、合計特殊出生率を引き下げる大きな要因になっていると考えられます。

イ　世帯 
世帯数（国勢調査）は、バブル経済期を除いて増加傾向が続いており、一世帯あたりの人員数は、

三世代世帯の減少や核家族世帯・単身世帯の増加に伴い、平成2年の2.09人から平成17年の1.93

人まで減少しています。

世帯総数に占める単身世帯割合の増加傾向は変わらず、平成2年の44.8％から平成17年の

48.3％まで上昇しています。

転出世帯（住民基本台帳）をみると、世帯全部転出における単身世帯の割合は、平成19年で

79.2％になっており、平成10年以降の10年間でみても78～79％前後で推移しています。

ウ　昼間人口 
昼間人口（国勢調査）は、昭和55年以降、平成12年調査時を除き漸増傾向を示しており、平成

17年には271,320人（年齢不詳者を除く。以下同様）となりました。
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昭和60年までは、夜間人口が昼間人口を常に上回り、流出超過の傾向を示していましたが、平

成2年調査以降は逆転し、平成7年にはバブル経済期の夜間人口減少の影響もあってこれまでで最

も多い28,271人の流入超過、平成17年においても22,571人の流入超過となっています。

エ　定住意向
目黒区に今後も「ずっと住んでいたい」と「当分の間は住んでいたい」を合わせた『定住意向』（世

論調査）は、平成21年で94.0％となっています。平成元年以降連続して90％を超えており、目

黒区の特徴となっています。

（2）事業所

事業所統計調査による区内の事業所数は、平成18年の調査では12,433か所あり、前回平成

13年の12,791か所から約2.8％減少しました。従業員数も、平成13年の131,335人に対し、

平成18年では127,295人と約3.1％の減少になっています。

産業大分類別事業所数では、卸・小売業とサービス業で全体の約74.3％を占めていますが、卸・

小売業は、製造業とともに減少傾向にあります。

従業員規模別でみると、49人以下の事業所数96.4％、従業員数57.4％、4人以下では事業所

数が58.9％、従業員数12.7％であるのに対し、50人以上は事業所数3.0％、従業員数42.6％と

なっています。

産業大分類別従業員数では、卸・小売業とサービス業で全体の約70.2％を占めており、製造業

は減少傾向で、前回平成13年時点では運輸・通信業とほぼ同じ割合であったものが、平成18年に

は下回りました。

（3）土地利用

都市計画法に基づく区内の用途地域の指定をみると、81.4％が住居系であり、さらに、全体の

40.2％が良好な住宅地とされる第１種低層住居専用地域となっていて、「住宅地・目黒」のイメー

ジを裏づけています。

その他は、商業系が13.1％、残りが工業系で5.5％の指定となっています。

（4）住宅

平成17年の国勢調査結果から住宅に住む一般世帯の所有関係別割合をみると、持ち家49.2％、

民営借家43.7％、給与住宅5.1％、公営・公社等住宅2.1％となっており、23区平均のそれぞれ

46.6％、41.2％、3.9％、8.2％と比べ、持ち家、民営借家、給与住宅の割合が高くなっています。

住宅の建て方別では、一戸建28.9％、共同住宅68.7％、その他2.5％となっていて、23区平

均と比べると一戸建、共同住宅とも割合がやや高くなっています ｡

平成15年の住宅・土地統計調査から居住水準をみると、最低居住水準未満の世帯が14,290世

帯、率にして11.5％で、23区平均の11.0％とほぼ同じ割合になっています。

（5）都市施設等の状況 

生活環境の面からいくつか指標をみると、下水道普及率は平成6年度末で100％に達しています。
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区全体の緑被の状況をみると、平成15～ 16年度にかけて実施した「緑の実態調査」では

17.1％となっています。住宅地等の割合が高いことが特徴となっています。

公園の整備状況は、平成21年4月1日現在で、公園67か所、緑道10路線、児童遊園49か所、

都立公園2か所、合わせて464,077.29㎡が整備されています。区民一人あたりの面積は1.78㎡

で、都市公園法施行令に定める5㎡には遠くおよばず、23区中でも少ない状況です。

道路の状況をみると、平成20年4月1日現在の道路総延長（道路法の道路の集計）は

354,042m、総面積は2,117,967㎡（いずれも自動車専用道を含まず）です。平均幅員をみる

と6.0ｍ、区道に限ると4.9ｍで、23区平均のそれぞれ8.0ｍ、6.3ｍに比べて狭い状況になって

います ｡

（6）区民所得

平成20年7月現在の給与所得者一人あたりの所得額は524万円余で、23区平均の428万円余

を100とした場合の指数は123となっています。また、営業等所得についても一人あたりの所得

額は613万円余で、23区平均の456万円余に対して指数が135となり、いずれも23区平均を上

回っています。

（7）納税義務者数等

納税義務者数（特別区民税個人分所得割）は、平成7年以降の人口増加傾向に伴って平成8年か

らほぼ増加傾向にあり、平成20年7月現在では145,266人となっています。

（8）選挙人名簿登録者数 

選挙人名簿の登録者数の推移をみると、平成2年から20万人台の大台を割り込んでいましたが、

平成7年以降の人口増加に伴い増加に転じ、平成8年には20万人台に戻り、平成20年12月で

220,456人（住民基本台帳人口に占める登録割合は87.1％）となっています。

（9）暮らし向き

暮らし向きの変化（平成21年度世論調査）では、昨年に比べて暮らし向きが『楽になった』が

5.3％、『変わらない』が52.3％、『苦しくなった』が41.5％になっています。

平成12年の同調査時には『楽になった』が5.4％、『変わらない』が65.5％、『苦しくなった』

が28.4％でした。『楽になった』の割合はほとんど変わりませんが、『苦しくなった』の割合は

13.1ポイント増加しています。

暮らし向きの変化 平成 21年世論調査 平成 12年世論調査

『楽になった』
非常に楽になった 0.8％

5.3％
0.5％

5.4％
楽になった 4.5％ 4.9％

『変わらない』 52.3％ 65.5％

『苦しくなった』
苦しくなった 31.9％

41.5％
24.1％

28.4％
非常に苦しくなった 9.6％ 4.3％
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第２ 将来見通し

計画を進める際の基礎的な指標として、本区の人口・世帯数等と財政の見通しを以下に示します。

１　人口、世帯 

人口予測は、国勢調査および住民基本台帳の2種類を原データとして、コーホート要因法※に基づ

き推計（平成20年3月長期計画推進に係る基礎指標）を行いました。

ここに示す人口指標は、これまでの人口の推移と平成32年までの5年ごとの予測値を示し、計画

を策定し進める際の主要なよりどころとなるものです。

推計にあたっては、推計時点で事業内容が把握できる再開発事業に伴う人口増分を加算しました。

将来予測にあたっては、併せて、国立社会保障・人口問題研究所（以下「国立研究所」）の人口推計デー

タ（国勢調査ベース）を参考にしています。

（1）常住（夜間）人口等 

ア　総人口 
目黒区の人口は、平成6年を底に平成7年から増加傾向に転じ、以降微増の状態が続いています。

平成10年からの10年間の転出入の人口移動では、本区の特徴でもある10歳・20歳台を中心と

した転入者の増加が大きく影響しています。

今後も当分の間は人口の増加傾向が続きますが、総人口は平成27・28年にピークに達し、以降

は減少に転じると考えられます。

国立研究所による市区町村別将来推計人口でも同様の傾向となっていますが、区推計より人口増

加傾向が長く続き、平成37年にピークを迎えるとされています。また、同研究所の推計では、日

本全体の人口は既に減少傾向に入っており、平成67年に9,000万人を割り込むとされています。

男女別人口をみると、目黒区は昭和46年以降一貫して女性人口が男性人口を上回っており、構

成比でも年々女性割合が増加し続けています。この傾向は、本区の大きな特徴の一つでもあり、今

後もしばらく続くと考えられます。
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注：平成22年以降の全国の人口は、国立社会保障・人口問題研究所による出生中位推計を資料とした。
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常住（夜間）人口の推移と推計

常住（夜間）人口の推移と推計（国勢調査・住民基本台帳）
（各年10月1日現在。単位：千人）

　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　　年
区分　　　　　　　　　　　区分　　　　　　　　　　　

平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成32年
（2020年）

国勢調査

総人口 243.1 250.1 264.1 270.1 273.8 271.6 
男　性 115.9 118.9 124.9 126.9 128.0 126.4
（%） （47.7） （47.5） （47.3） （47.0） （46.7） （46.5）
女　性 127.2 131.2 139.1 143.2 145.8 145.2 
（%） （52.3） （52.5） （52.7） （53.0） （53.3） （53.5）

住民基本台帳

総人口 236.1 241.3 248.1 256.9 261.9 260.8 
男　性 112.4 114.1 116.7 120.4 122.3 121.3 
（%） （47.6） （47.3） （47.0） （46.9） （46.7） （46.5）
女　性 123.8 127.2 131.4 136.5 139.6 139.5 
（%） （52.4） （52.7） （53.0） （53.1） （53.3） （53.5）

注　：端数処理をしていないため男女別の合計が総人口と一致しないことがある。
　　　平成17年までは実績値。平成22年度以降は政策企画課で推計
資料：国勢調査、住民基本台帳
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イ　年齢階層別人口 
年齢階層別の人口構成をみると、全国や東京都と比べて少子化傾向が強く、高齢化はやや低くなっ

ています。区推計では、年少人口はしばらく微増傾向が続き、平成27・28年にピークを迎え、そ

の後は減少に転じると予測しています。

国立研究所の市区町村別将来推計人口では、区推計よりもピーク時期が早く、平成22年に年少

人口のピークを迎えるとされています。また、日本全体の年少人口については既にその割合が減少

してきており、現在の約13％台が平成38年には10.0％を割り込み、平成58年には9％を割り込

むとされています。

一方、高齢者をみると人口が年々増加し、区推計では、高齢者割合が現在の18.6％から、平成

32年には約20.4％になると予測しています。

国立研究所による市区町村別将来推計人口では、区推計より更に速いペースで高齢化が進行し、

平成37年には4人に1人の割合を超えた25.6％になるとされています。また、日本全体の高齢者

人口数は平成54年にピークを迎えると予測され、割合では平成35年に30.0％、平成64年には2.5

人に1人の40.0％に達するとされています。

以上、日本全体の人口推計を踏まえつつ本区人口を予測すると、今後10年程度はこれまでの傾

向と大きく変わらずに推移しますが、その後は、人口減少・少子化・高齢化等の急激な変化が訪れ

ると考えられます。
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35～39歳
40～44歳
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60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
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100歳～
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15 12 9 6 3 0 0 3 6 9 12 15 15 12 9 6 3 0 0 3 6 9 12 15
（千人）（千人） （千人）（千人）

５歳階級別人口
年齢階級 女男 女男

平成22年 平成32年

年齢階級
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男女別・年齢階級別人口の推移と推計（住民基本台帳）
（各年10月1日現在 ､単位：人）

平成7年 平成12年 平成17年
総数 構成比 男 女 総数 構成比 男 女 総数 構成比 男 女

総数 236,138 100 112,369 123,769 241,312 100 114,104 127,208 248,105 100 116,689 131,416
0 ～ 4 7,819 3.3 4,018 3,801 8,001 3.3 4,171 3,830 8,219 3.3 4,194 4,025
5 ～ 9 7,986 3.4 3,967 4,019 7,867 3.3 4,067 3,800 8,303 3.3 4,270 4,033
10 ～ 14 9,069 3.8 4,669 4,400 8,241 3.4 4,048 4,193 8,153 3.3 4,219 3,934
15 ～ 19 12,482 5.3 6,248 6,234 10,137 4.2 5,025 5,112 8,673 3.5 4,221 4,452
20 ～ 24 22,733 9.6 11,237 11,496 19,357 8.0 9,394 9,963 15,938 6.4 7,585 8,353
25 ～ 29 23,957 10.0 11,941 12,016 25,373 10.5 12,275 13,098 24,929 10.0 12,078 12,851
30 ～ 34 20,390 8.6 10,229 10,161 23,180 9.6 11,356 11,824 26,075 10.5 12,416 13,659
35 ～ 39 15,919 6.7 7,832 8,087 19,704 8.2 9,719 9,985 22,838 9.2 11,009 11,829
40 ～ 44 15,430 6.5 7,667 7,763 15,705 6.5 7,693 8,012 19,582 7.9 9,682 9,900
45 ～ 49 19,616 8.3 9,544 10,072 15,109 6.3 7,430 7,679 15,100 6.1 7,413 7,687
50 ～ 54 16,835 7.1 8,048 8,787 18,922 7.8 9,250 9,672 14,073 5.7 6,869 7,204
55 ～ 59 14,471 6.1 6,702 7,769 15,748 6.5 7,535 8,213 17,565 7.1 8,485 9,080
60 ～ 64 13,597 5.8 6,139 7,458 13,262 5.5 6,015 7,247 14,349 5.8 6,729 7,620
65 ～ 69 11,637 4.9 4,990 6,647 12,497 5.2 5,510 6,987 12,076 4.9 5,375 6,701
70 ～ 74 9,005 3.8 3,598 5,407 10,537 4.4 4,356 6,181 11,208 4.5 4,773 6,435
75 ～ 79 6,557 2.8 2,535 4,022 7,772 3.2 2,960 4,812 9,109 3.7 3,523 5,586
80 ～ 84 4,806 2.0 1,763 3,043 5,123 2.1 1,831 3,292 6,210 2.5 2,205 4,005
85 ～ 89 2,644 1.1 882 1,762 3,173 1.3 1,015 2,158 3,445 1.4 1,064 2,381
90 ～ 94 980 0.4 307 673 1,272 0.5 372 900 1,742 0.7 472 1,270
95 ～ 99 195 0.1 52 143 296 0.1 77 219 459 0.2 98 361
100 ～ 10 0.0 1 9 36 0.0 5 31 59 0.0 9 50
（再掲）
0～ 14 24,874 10.5 12,654 12,220 24,109 10.0 12,286 11,823 24,675 9.9 12,683 11,992
15 ～ 64 175,430 74.3 85,587 89,843 176,497 73.1 85,692 90,805 179,122 72.2 86,487 92,635
65 ～ 35,834 15.2 14,128 21,706 40,706 16.9 16,126 24,580 44,308 17.9 17,519 26,789

平成22年 平成27年 平成32年
総数 構成比 男 女 総数 構成比 男 女 総数 構成比 男 女

総数 256,917 100 120,406 136,511 261,901 100 122,267 139,634 260,810 100 121,282 139,528
0 ～ 4 9,211 3.6 4,691 4,520 9,399 3.6 4,784 4,615 8,259 3.2 4,201 4,058
5 ～ 9 8,471 3.3 4,303 4,168 9,494 3.6 4,855 4,639 9,496 3.6 4,841 4,655
10 ～ 14 8,730 3.4 4,482 4,248 8,956 3.4 4,480 4,476 9,906 3.8 4,992 4,914
15 ～ 19 8,244 3.2 4,268 3,976 8,942 3.4 4,623 4,319 9,068 3.5 4,548 4,520
20 ～ 24 11,274 4.4 5,285 5,989 9,572 3.7 4,868 4,704 10,293 3.9 5,221 5,072
25 ～ 29 22,904 8.9 10,863 12,041 15,182 5.8 6,996 8,186 12,651 4.9 6,315 6,336
30 ～ 34 28,125 10.9 13,732 14,393 26,525 10.1 12,594 13,931 17,210 6.6 7,939 9,271
35 ～ 39 25,802 10.0 11,883 13,919 28,265 10.8 13,459 14,806 26,381 10.1 12,203 14,178
40 ～ 44 22,719 8.8 10,878 11,841 25,862 9.9 11,764 14,098 28,044 10.8 13,187 14,857
45 ～ 49 19,207 7.5 9,502 9,705 22,452 8.6 10,822 11,630 25,336 9.7 11,602 13,734
50 ～ 54 14,495 5.6 7,099 7,396 18,475 7.1 9,151 9,324 21,445 8.2 10,337 11,108
55 ～ 59 13,189 5.1 6,393 6,796 13,560 5.2 6,578 6,982 17,177 6.6 8,434 8,743
60 ～ 64 16,172 6.3 7,641 8,531 12,136 4.6 5,753 6,383 12,377 4.7 5,883 6,494
65 ～ 69 13,150 5.1 6,068 7,082 14,707 5.6 6,809 7,898 11,001 4.2 5,105 5,896
70 ～ 74 10,873 4.2 4,685 6,188 11,867 4.5 5,291 6,576 13,248 5.1 5,942 7,306
75 ～ 79 9,795 3.8 3,952 5,843 9,538 3.6 3,891 5,647 10,467 4.0 4,436 6,031
80 ～ 84 7,336 2.9 2,598 4,738 7,966 3.0 2,945 5,021 7,830 3.0 2,939 4,891
85 ～ 89 4,412 1.7 1,412 3,000 5,285 2.0 1,692 3,593 5,850 2.2 1,976 3,874
90 ～ 94 1,956 0.8 496 1,460 2,583 1.0 681 1,902 3,199 1.2 847 2,352
95 ～ 99 723 0.3 155 568 902 0.3 197 705 1,253 0.5 290 963
100 ～ 129 0.1 20 109 233 0.1 34 199 319 0.1 44 275
（再掲）
0～ 14 26,412 10.3 13,476 12,936 27,849 10.6 14,119 13,730 27,661 10.6 14,034 13,627
15 ～ 64 182,131 70.9 87,544 94,587 180,971 69.1 86,608 94,363 179,982 69.0 85,669 94,313
65 ～ 48,374 18.8 19,386 28,988 53,081 20.3 21,540 31,541 53,167 20.4 21,579 31,588

注１：平成17年までは実績値、平成22年以降は政策企画課の推計値。
注２：端数処理をしていないため ､各集計単位の総数と一致しないことがある。
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ウ　世帯数 
総人口が、平成27・28年を頂点に減少傾向に転じると予測されるのに対し、世帯総数は増加し

続け、平成32年には約16万世帯になるものと考えられます。

目黒区では、世帯総数がバブル経済期の一時期を除いて増加傾向を続けており、核家族化の進行、

未婚率の上昇等により今後も同様の傾向が続くと見込まれます。

世帯総数の増加に伴い、世帯の平均構成人員は、平成7年に2.00人であったものが、平成32年

には1.63人にまで低下すると予想されます。

世帯数・世帯人員の推移と推計（国勢調査・住民基本台帳）
（各年10月1日現在。単位：千人、千世帯、人）

　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　　　　　　年
区分　　　　　　　　　　　区分　　　　　　　　　　　

平成7年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成32年
（2020年）

国勢調査
総 人 口 243.1 250.1 264.1 270.1 273.8 271.6
世 帯 数 116.5 127.9 136.6 146.5 154.4 159.0
世帯人員 2.09 1.96 1.93 1.84 1.77 1.71

住民基本台帳
総 人 口 236.1 241.3 248.1 256.9 261.9 260.8
世 帯 数 118.1 126.8 135.1 145.4 154.5 160.1
世帯人員 2.00 1.90 1.84 1.77 1.70 1.63

注　：平成17年までは実績値。平成22年度以降は政策企画課で推計
資料：国勢調査、住民基本台帳
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（2）昼間人口

昼間人口は、常住（夜間）人口から、通勤や通学等のため区外に流出する人々（流出人口）を差

し引き、区内の事業所や学校等に通勤・通学で流入する人々（流入人口）を加えて算出します。

昼間人口は、昭和60年頃まで流出超過が続いていましたが、以降は総人口の減少の影響もあっ

て流入超過に転じました。

国勢調査を基にした東京都の昼間人口予測では、流入超過が平成7年をピークに、以降は本区人

口の微増なども相まって弱まる傾向にあり、今後も同様の傾向が続くと見込んでいます。

昼間人口の推移と推計
（各年10月1日現在。単位：人）

　　　　　　年　　　　　　年
区分　　　　　区分　　　　　

平成7年＊

（1995年）
平成12年＊

（2000年）
平成17年＊

（2005年）
平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

平成32年
（2020年）

昼間人口 269,947 267,322 271,320 264,805 259,039 253,060
昼間人口指数 111.70 111.62 109.07 102.09 100.41 98.99

注１：＊の年は国勢調査に基づく実績値、それ以降の年は東京都総務局の予測値。
注２：昼間人口指数＝昼間人口÷夜間人口×100で、100以上が流入超過を表す。
資料：東京都総務局「東京都昼間人口の予測」
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２　財政

平成20年9月、米国で発生した金融危機をきっかけとする景気悪化はまたたく間に各国に広がり、

わが国も急激に景気が悪化し、地域経済へ大きな影響を与えています。

本区においては、ここ数年の緩やかな景気回復によって歳入の伸びがみられ、積立基金の積み増し

や起債発行の抑制など財政基盤の強化に努めてきたところです。しかし、急速な景気悪化の影響など

によって状況は一転し、21年度当初予算の編成では、17年度以降4年振りに財源不足を補うため基

金の取り崩しを行いました。

特別区全体に共通することですが、基幹財源である特別区税、特別区財政調整交付金の財源となる

市町村民税法人分が、ともに景気に左右されやすい側面をもち合わせていることから、今後の歳入の

見込みは厳しい局面を迎えると思われます。

本区は、景気悪化へ対応するため、これまで「暮らしサポート21」として4度にわたる緊急経済

対策を実施していますが、今後も景気動向を踏まえつつ、迅速かつ的確に経済対策を講じていくこと

が必要です。また、地域社会の変化に応じた新たな課題への対応のほか、昭和40・50年代に整備し

た区立施設の老朽化による改築や修繕・改修も見込まれる状況にあり、これらの課題への対応は、財

政負担を一層増加させると考えられます。税収等の急速な落ち込みによっては、財政の硬直化が一気

に進むことも懸念されます。

このため、財政見通しについては、5か年の行財政計画である実施計画において、より確実性の高

い収支見通しの下に、行財政改革の取組も踏まえて、具体的な計画事業費を組み込んだ見通しを示す

こととします。また、毎年度の予算編成にあたり3か年の財政計画を策定することで、必要な軌道修

正を行うなど財政計画の適正な管理を行い、長期計画の着実な推進を図りうる健全な財政運営を目指

すこととします。
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第１ 計画の基本理念

本区の基本構想は、「人権と平和を尊重する」「環境と共生する」「住民自治を確立する」の三つの理念

が地域社会に実現されることを目指し、その将来像を明らかにするとともに、まちづくりの基本目標と施

策の基本的な方向、目標を具体化するための手法・手段としての基本方針を掲げています。

「基本構想を実現するための施策にかかわる長期的な総合計画」としての位置づけである本計画は、計

画に掲げる各種施策の実施を通じて、基本構想の基本理念の実現を目指すものです。

１　基本理念
（1）人権と平和を尊重する

目黒区の行政のあらゆる局面において、また住民生活のあらゆる局面において、お互いの人権を

大事にすることが人間性尊重社会の出発点であるとの認識の下に、子どもも高齢者も、障害をもつ

人ももたない人も、女性も男性も外国人も、すべての人が人間として平等に大事にされる社会、何

よりも、人権と平和を尊重する社会をつくります。

（2）環境と共生する
「環境と共生することなしに真の人間性の尊重はあり得ない」という視点に立って、少しでも環

境負荷を減らし、自然を守り、良好な都市環境の保全改善に努めることを、目黒区行政のあらゆる

分野に共通する基本課題として位置づけるとともに、区民一人ひとりが、自らの行動による環境へ

の負荷を極力少なくし、身近な都市環境の改善に取り組む社会をつくります。

（3）住民自治を確立する
区民こそが、区政の主人公であり、区政に創造的に参加する主体でなければならないとの認識の

下に、主体的な地域活動や積極的な行政参加を促進し、区民の自治意識に支えられた目黒らしい個

性豊かな自治体行政と地域社会をつくります。

計画の方向

第 3 節
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２　まちづくりの方向 

基本構想は、変動する社会経済状況に対応しながら、三つの基本理念が地域社会に実現することを

目指して、理念の内容をそれぞれに象徴して表現した「ともにつくる　みどり豊かな　人間のまち」

を「まちづくりの方向」と定めています。

本計画に掲げるすべての施策は、基本構想の「まちづくりの方向」を目指したものであり、具体的

には、「主権者である区民の主体的な地域活動や行政参加の促進を通じて、住民自治の確立を図ること」

「環境との共生の視点に立って、環境への負荷を減らし、自然の保全や良好な都市環境の改善に取り

組むこと」「すべての人が人間として平等に大事にされ、人権と平和を尊重する社会を構築すること」

を基本的な方向として進めていくものです。

まちづくりの方向 三つの基本理念

ともにつくる

みどり豊かな

人間のまち

住民自治を確立する

環境と共生する

人権と平和を尊重する

第２ 基本目標

本区の基本構想は、基本理念の実現に向けて、四つの基本目標と三つの基本方針を定めています。目標

と方針は、それぞれが独立して存在するのではなく、相互に作用・影響し合い、各施策を通じて基本理念

が実現した地域社会を目指すものです。

基本目標は、分野別の政策の内容に係る基本的な目標であり、基本目標に掲げるまちを実現するために

は、分野ごとに現況と課題、目標等を明らかにするとともに、基本方針を踏まえつつ総合的かつ計画的に

施策を推進していくことが必要となります。

本計画では、基本構想に基づく第2次の総合計画として、基本目標実現のための取組の方向と主な分野

を次のとおり示し、基本目標に関する分野別の施策を「基本目標別計画」として第2章に掲げます。

１　豊かな人間性をはぐくむ　文化の香り高いまち

【取組の方向】
 ○  区民一人ひとりが平和を愛し、基本的人権を尊重して、人間性豊かに、だれもがその個性を発揮

できるまちを目指します。

 ○  子どもたちが心身ともに健康で、知性と感性に富み、社会の一員として人権を尊重し人間性豊か

に成長することを願い、学校教育を充実させるとともに、学校施設・機能の開放を進め、学校・

家庭・地域社会が連携して地域の教育機能を高めます。



※ ⇒ 用語解説

第１章　計画の意義と役割

─ 24 ─

 ○  区民一人ひとりが個性や能力を発揮し、生きがいをもって生活できるよう、社会教育、スポーツ・

レク リエーション、芸術文化の振興など生涯を通じて主体的に学ぶことができる生涯学習社会の

諸条件が整備されたまちを目指します。

【主な分野】
 •  平和、人権、男女平等、国際交流などの分野

 •  生涯学習、地域ぐるみ教育、幼児教育、学校教育などの分野

 •  社会教育、スポーツ振興、図書館、芸術文化などの分野

２　ふれあいと活力のあるまち

【取組の方向】
 ○  住民が自分の住む地域に関心をもち、互いの意見を尊重しながら、地域の問題･課題の解決に向

けて協力し合う、地域の自主性と連帯意識に支えられたまちづくりを進めます。

 ○  地域に住む人、地域で働く人、学ぶ人、活動する人、また、高齢者、障害者や外国人など、様々

な人々が豊かに交流し、多様な地域活動が活発に展開されることにより、豊かなコミュニティづ

くりを通じての住みよい地域社会の形成を目指します。

 ○  にぎわいとふれあいのある商店街と新しい時代を担う地域産業があるまち、人々が生き生きと働

けるまちを目指すとともに、観光資源を有効に活用した魅力あるまちづくりを進めます。また、

安全で安心な消費生活の実現を図ります。

【主な分野】
 •  コミュニティ形成、公益活動、地域交流、多文化共生などの分野

 •  商店街振興、産業振興、雇用、観光まちづくり、消費生活などの分野

３　ともに支え合い　健やかに安心して暮らせるまち

【取組の方向】
 ○  保健、医療、福祉など幅広い視点に立って、安心して子どもを産み育てることができるまち、高

齢者や障害者などが住み慣れた地域で生活を続けることができるまちを目指します。

 ○  保健、医療をはじめ生涯学習、スポーツ、コミュニティ形成など様々な分野の連携を一層図りな

がら、だれもが生涯を通じて健康に生き生きと暮らすことができるまちを目指します。

 ○  ノーマライゼーション※の考え方を基本に、だれもが安全で快適に暮らすことができる人にやさ

しいまちづくりを推進するとともに、区民、事業者、行政の協働により、区民一人ひとりの権利

が守られた地域づくりを進めます。

【主な分野】
 •  健康推進、保健医療、健康危機対応、生活衛生などの分野

 •  地域福祉、地域包括ケア※、介護予防※、福祉のまちづくり、高齢福祉、障害福祉、低所得者支

援などの分野

 •  子育ち支援、子育て支援、青少年育成などの分野
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４　環境に配慮した　安全で快適なまち

【取組の方向】
 ○  良好な住環境と貴重な自然を守り、はぐくむとともに、地域の特性に配慮した市街地の形成や人

にやさしい都市基盤施設の整備などを進め、いつまでも安心して住み続けることができるまちを

目指します。

 ○  地球規模の環境問題に積極的に対応していくため、区民、事業者などの省資源、省エネルギーに

対する理解を図るとともに、ごみ減量、リサイクルを更に推進し、環境への負荷の少ない社会づ

くりを進めます。

 ○  都市環境の整備にあたっては、区民、事業者、行政がそれぞれの立場に応じた役割と責任を果た

していくため、多様な参加と協働のまちづくりを進めます。

【主な分野】
 •  自然環境・みどり、河川環境、都市景観、土地利用、市街地整備、公園等、道路・交通、住宅な

どの分野

 •  防災まちづくり、地域防災、生活安全対策、危機管理などの分野

 •  環境保全、清掃・リサイクル、公害対策などの分野

第３ 基本方針

基本構想には、「あらゆる分野に共通する横断的な手法・手段に関する基本的な方針」との位置づけで

三つの基本方針が掲げられています。基本目標を具体化する施策について、基本方針を踏まえて実現する

ことを目指しているものです。

本計画では、基本構想に基づく第2次の総合計画として、基本目標実現に向けた基本方針の考え方を次

のとおり示し、今後、諸施策を実施する中で方針に沿って具体的に取り組んでいきます。

１　区民と行政の協働によるまちづくりの推進

地方分権※の推進、住民自治の確立、住民参加の高まり、ＮＰＯ※等公益活動の進展、地区政策の

見直しなど本区の置かれた状況を踏まえ、平成12年に策定された基本構想には、基本方針の一つと

して「区民と行政の協働によるまちづくりの推進」が掲げられました。

この方針は「基礎的自治体にとって、住民が地域社会に関心を持ち、自治意識と連帯感を共有し、

互いの意見を尊重しながら、地域の課題やまちづくりに取り組む地域共同体として、コミュニティの

形成は、欠くことのできない基本的な課題」であるとの認識の下に、地域コミュニティ形成の支援を

含めて掲げられた方針でもあります。

方針を踏まえた仕組みづくりとして平成18年に策定した「協働推進方針」では、協働を推進して

いくための「土壌をつくる」観点から、地域のコミュニティ活動を含めた様々な活動が活発に行われ
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る環境づくりの必要性・重要性を示しています。

以上を踏まえ、区は、住民自治の確立に向けて、様々な媒体を活用した行政情報の公表・提供によ

る説明責任を積極的に果たし、公正・透明な開かれた区政の運営と住民参加の更なる充実を図ります。

また、町会・自治会等の地域活動やそれらと連携・協力した住区住民会議によるコミュニティ活動、

ＮＰＯ※等によるテーマごとの公益活動など、様々な活動の活発化と地域課題への取組に向けた連携・

協力を支援し、区民と行政の協働によるまちづくりを進めていきます。

２　男女が平等に共同参画する社会づくりの推進

性別によって差別されたり、固定的な役割を強制されたりすることがなく、男女ともに、自立した

個人として人権が尊重される男女平等社会の実現を目指して、基本構想には「男女が平等に参画する

社会づくりの推進」が基本方針の一つとして掲げられています。

女性も男性も等しく個人の能力を発揮し、家庭、地域、職場など、社会のあらゆる分野の活動に対

等な立場で参画して、ともに責任を分かち合う社会をつくるという考え方は、今後も変わるものでは

ありません。少子高齢化、安全安心、環境対策など地域の様々な新たな課題を解決していく上でも、

男女平等・共同参画の視点をもって施策を実施することが重要です。

本区は、平成14年に「男女が平等に共同参画する社会づくり条例」を制定するとともに、平成16

年には「男女平等・共同参画推進計画」を策定しました。また、条例に基づき「男女平等・共同参画

審議会」と「男女平等・共同参画オンブーズ※」を設置し、推進計画の事業評価等を行い、条例の趣

旨の実現に向け着実に事業を進めてきました。

今後も、生涯学習、まちづくりなど様々な分野の施策を実施していく中で、男女が平等に共同参画

する社会づくりを進めていきます。

３　基礎自治体としての行財政能力の充実

平成12年の基本構想策定と同時に、地方分権※改革、都区制度改革が進展し、区政を取り巻く環

境が大きく変わりました。以降、区には、基礎自治体として、拡大した権限と責任にふさわしい主体

的で個性豊かな区政を展開すること、限りある行政資源の中で、増大し多様化する行政需要にこたえ

つつ区民福祉の向上に努めることが、一層求められるようになってきました。

こうした行財政課題への対応に向けては、区民への説明責任を積極的に果たしながら、今後も財政

構造の健全化と行財政運営基盤の安定化の確立を目指します。

また、時代の変化に伴う新たな行政需要に的確に対応できるよう簡素で効果的・効率的な行政執行

体制を確立するとともに、基礎自治体としての権限と責任にふさわしい区政が展開できるよう組織と

しての政策形成能力の向上を図ります。

さらに、住民の信託に基づく「身近な政府」として主体的な自治体行政の展開ができるよう、国お

よび東京都への働きかけを通じて地方分権※の一層の推進を図っていきます。
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第４ 計画推進の姿勢

本計画は、基本構想に基づく第2次の総合計画としての位置づけを踏まえ、今後10年間に計画を推進

する上で、特に保つことが必要な区の姿勢に関する事項を示すことが必要であると考え、計画推進姿勢と

して第4章の「計画を推進するために」に掲げることとしました。

計画推進姿勢は、基本構想に掲げる「基本方針」に類似した内容を含んでいますが、基本方針を横引き

したものではなく、新たな10年間を展望し、計画に掲げる各種施策の推進に関する行政の姿勢として「連

携・協力の関係」「地域住民の取組」「自治体の運営」の観点から示すことを意図したものです。

計画推進姿勢の基本的な考え方は、次のとおりです。

１　計画推進姿勢の基本的な考え方

「協働」については、地域での多様な活動団体同士の連携・協力も「地域における協働」ととらえ、

「区民と行政の協働」と「活動団体同士の協働」の両者が相まってこそ、本区のまちづくりやコミュ

ニティ形成が発展していくものであるとしました。こうした考え方の下、計画推進姿勢を「協働を基

本とした区政の推進」と「コミュニティ形成を通じた地域課題への取組の推進」の2つに分けて示し

ています。また、「行財政」に関しては、住民に最も身近な自治体として、自らの責任と判断による、

より主体的な自治体行政の展開を可能なものとするため、計画推進姿勢に「身近な政府としての自治

体運営の確立」を掲げています。

なお、第4章「計画を推進するために」は、行政の姿勢を示すものであるため、関連する個別施策

については原則として第2章「基本目標別計画」の関連分野に掲げることとし、行財政分野の施策に

ついては第4章の「身近な政府としての自治体運営の確立」に一括して掲げています。

２　計画推進姿勢の取組方向
（1）協働を基本とした区政の推進

 ○  行政情報の公表や提供などを通じて説明責任を積極的に果たし、開かれた区政運営に努めます。

 ○  政策策定過程の各段階で、多くの区民が主体的にかかわることを目指して、行政への住民参加の

取組を進めます。

 ○  区民の活動全般の活発化に向けた環境づくりを進め、様々な区民の主体的な活動を支援します。

（2）コミュニティ形成を通じた地域課題への取組の推進

 ○  地域での話し合いを通じ、町会・自治会等との関係、住区住民会議の活動の位置づけや役割など

をより明確にしつつ、区が積み重ねてきたコミュニティ形成を基本とした地域社会づくりを更に

進展させます。

 ○  町会・自治会等の活動やそれらと連携・協力した住区住民会議によるコミュニティ活動をはじめ、

各分野で公益的な活動を展開する様々な団体との連携を一層図るなど、地域による主体的な課題
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解決の取組を促進します。

（3）身近な政府としての自治体運営の確立

 ○  自治行政権、自治立法権、自治財政権の更なる拡充に向けて地方分権※を推進し、「完全自治体」

としての「地方政府」の確立を目指します。

 ○  行政の責務として、行財政改革を不断に進め、基礎自治体にふさわしい主体的な行財政運営と財

政構造・財政基盤を確立します。

 ○  新たな行政課題、増え続ける行政ニーズに的確に対応できるよう、効果的・効率的な執行体制を

確立します。

 ○  ＩＣＴ※の積極的な活用による区民サービスの向上を目指し、電子自治体※を推進します。

 ○  未利用地・既存施設の有効活用を図った施策を展開するなど、社会経済状況の変化を踏まえた公

共施設の適正配置を促進します。



第１節　 豊かな人間性をはぐくむ　
文化の香り高いまち

第２節　ふれあいと活力のあるまち

第３節　 ともに支え合い　
健やかに安心して暮らせるまち

第４節　 環境に配慮した　
安全で快適なまち

基本目標別計画
２第 章
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目黒区平和都市宣言

かつて人びとは、戦火に包まれ悲しい歴史の一ページをつくつた。
時は移り、
今、平和の尊さをしみじみと思う。
青い空、緑の木々。
街には明るいあいさつがかわされ、
人びとの顔にほほえみが浮かぶ。
この幸せを再び失つてはならない。
わたくしたちは、
地球のすべての人びととともに永遠の平和を築くよう努力する。

この誓いをこめて、目黒区は平和憲法を擁護し、核兵器のない平和
都市であることを宣言する。

（昭和60年5月3日）
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第１ 平和と人権施策の推進

現況と課題

地球上では未だ地域的な紛争が絶えず、子どもたちを含め、多くの人々が争いに巻き込まれて苦しんで

いる国や地域があります。核兵器廃絶の願いもかなえられていません。

戦後60年以上が経過した日本では、戦争の記憶が年々風化されつつあり、被爆者や戦争体験者の高齢

化が進んでいることから、戦争の悲惨さ、平和の尊さを伝えていくことが難しくなっています。永遠の平

和の実現を目指し、自治体レベルの活動として、平和都市宣言の趣旨の普及に努め、継続的に平和記念事

業を推進することは、区の大きな役割の一つです。

区は平成3年に中華人民共和国北京市崇文区と友好協力関係促進のための協定書を締結し、毎年度交流

事業を実施しています。国際化が進む中で、地域での区民同士や関係機関との交流、北京市崇文区など外

国都市との友好交流をとおして、国や文化の違いを越えてお互いを理解し合い、結びつきを強め、平和の

維持に貢献していくことが求められます。

戦後わが国では、人権の尊重を基本原理とする日本国憲法や国際連合で作成されわが国が締結した人権

諸条約などに基づき、人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進が図られてきました。平成12年には「人

権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、自治体の責務として人権教育・啓発に関する施策

の策定・実施が明記されました。

本区では、「男女が平等に共同参画する社会づくり条例」「子ども条例」などの条例の制定や「男女平等・

共同参画推進計画」「めぐろ学校教育プラン」などの計画の策定により、各分野で人権尊重の理念に基づ

いた施策を展開してきました。また、区民を対象とした様々な人権啓発活動を行うとともに、区立学校に

おいては人権尊重教育を展開してきました。

子どもから高齢者まで、女性も男性も、障害者や外国人も、だれもが差別されることなく、人権が尊重

された地域社会をつくることは、自治体にとっても重要な課題です。区民一人ひとりが人権を尊重するこ

との重要性を正しく認識し、これを前提として他人の人権にも十分に配慮した行動が取れるよう、人権教

豊かな人間性をはぐくむ
文化の香り高いまち

第 1 節
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育や人権啓発を行っていくことが求められています。

今後も、男女平等・共同参画の推進をはじめとする人権尊重の理念に基づいた施策の展開や人権教育・

啓発を一層進めていく必要があります。

施策の体系 １　平和と人権施策の推進
（1）平和と国際交流の推進
（2）人権施策の推進
（3）男女平等・共同参画の推進

○  平和に対する意識が高まり平和を築き守る取組が進んでいるとともに、外国人との交流が進み、

平和、人権、多様な文化への理解が深まっています。

○  区民一人ひとりに人権尊重の理念が浸透し、性別、国籍、年齢、障害の有無などの垣根を越えた、

区民相互の理解が深まっています。

○  女性も男性も等しく個人の能力を発揮するとともに、社会のあらゆる分野の活動への対等な立場

での参画が進んでいます。

10年後の目黒の姿

施策１ 　平和と国際交流の推進
 ○  区民の幸せと恒久平和を願い、戦争や核兵器の悲惨さ、命の尊さについてあらためて考える機会を提

供し、核兵器の廃絶と平和を築く取組を推進します。

 ○  小中学生を被爆地に派遣するなど、平和の尊さ、恒久平和の必要性を体験する機会を設けていきます。

また、各種事業において戦争の体験報告を行うなど、より多くの区民が平和について考える契機を設

けることにより、区民の平和意識の高揚を図ります。

 ○  国際平和を求める区民の願いを世界に広め、友好親善や相互理解を図るため、自治体レベルでの国際

交流として外国の都市との交流事業を推進するとともに、市民レベルでの交流を促進します。

 ○  多様な価値観や異文化を理解し尊重する世界に開かれたまちを目指していくために、目黒区国際交流

協会と連携しながら、日本人区民と外国人区民との交流機会の拡充を図るとともに、大使館、外国人

学校および留学生支援機関との交流などを進めます。

国籍別外国人登録数 （人）
国籍 人員 国籍 人員 国籍 人員 国籍 人員

韓国又は朝鮮 1,586 カナダ 174 バングラデシュ 51 モンゴル 34
中国 1,483 ネパール 190 ミャンマー 57 フィンランド 27
米国 864 タイ 122 パキスタン 36 イスラエル 27
フィリピン 644 ブラジル 67 アイルランド 43 デンマーク 17
英国 413 イタリア 74 オランダ 31 ポーランド 17
オーストラリア 304 マレーシア 60 スイス 30 その他 371
インドネシア 207 ニュージーランド 52 ロシア 55 無国籍 4
インド 202 スウェーデン 62 シンガポール 47 総　数

（108カ国）

7,916
（男4,296）
（女3,620）

フランス 216 スリランカ 41 イラン 31
ドイツ 202 ベトナム 40 スペイン 35

（平成20年10月1日現在）
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施策２ 　人権施策の推進
 ○  人権尊重の理念に基づいた施策を展開し、人権尊重についての区民理解を深めるとともに、女性、子

ども、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者等、犯罪被害者等をめぐる

様々な問題を人権課題として取り組みます。このほか、国際化、情報化、少子高齢化などの社会の変

化に伴う新たな課題についても人権課題として取り組みます。

 ○  区民一人ひとりが尊重され、差別や偏見のない社会を実現するため、人権課題に対する正しい知識の

普及や啓発に努めます。

 ○  幼児・学校教育の中で、子どもの権利に基づき自尊感情をはぐくむとともに、他者の人権を尊重し、

人権尊重の精神を生活の中に生かしていくことを目指して、発達段階に応じた人権教育を行います。

また、生涯学習として人権教育を推進します。

 ○  人権侵害について、区民が安心して気軽に相談ができるよう、人権擁護委員による人権相談をはじめ

とした相談窓口の充実に努めます。

 ○  人権啓発・教育・相談を行うにあたっては、国・都・近隣自治体や関係機関・団体との連携を図って

いくとともに、区民・事業者との協働により取り組みます。また、人権尊重のまちづくりを担う職員

の育成を図ります。

施策３ 　男女平等・共同参画の推進
 ○  社会制度や慣習から固定的な性別役割分担が解消され、男女ともに個人としての人権が尊重され、直

接、間接を問わず性別による差別的な扱いを受けない社会が実現できるよう、意識啓発に努めるとと

もに、学校や社会教育をはじめとするあらゆる生涯学習の場を活用して、男女平等教育･学習を推進

します。

 ○  女性が自らの性と生殖について自己決定し、健康を享受する権利（リプロダクティブ･ヘルス／ライツ）

を行使できるように、生涯を通じた女性の健康づくりを推進します。

 ○  女性に対する人権侵害（セクシュアル・ハラスメント※、ドメスティック・バイオレンス※を含む）

への理解を深め、女性に対するあらゆる暴力を許さない環境を醸成するための相談体制や啓発活動を

充実するとともに、地域での自主的活動への支援を推進します。

 ○  男女がともに個人の個性や能力を発揮し、その意欲や希望に沿って仕事と生活の調和（ワーク･ライ

フ･バランス）を図り、対等に責任を分かち合う社会制度の構築が必要です。女性の働く権利が保障

され、だれもが働き方や生き方を選択でき、男女ともに少子高齢化に対応した家族的責任を果たせる

よう、区民・事業者への情報提供や啓発活動等を充実します。

 ○  区の政策決定過程をはじめとするあらゆる場において、男女が社会の対等な構成員として、意思決定

に平等に共同参画できるよう、女性の参画を推進します。区が設置する付属機関や私的諮問機関につ

いては女性委員の割合50％を目標に、女性委員の選出を図ります。

 ○  社会のあらゆる分野の活動に参画する機会について、性別による格差の積極的な是正を図ります。

 ○  区民一人ひとりが、多様なメディア情報を主体的に読み解き、批判し、表現する能力（メディア・リ

テラシー）を身につけ、性別による差別を見抜く力をつけることができるよう様々な機会を活用した

取組を充実します。
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第２ 生涯学習の推進

現況と課題

学校教育や社会教育において行われる多様な学習活動や自己学習などを通じ、生涯にわたって自己啓発

を続けていく生涯学習への関心が近年ますます高まっています。

公共施設での講座に加え、大学、高等学校などの教育機関においても、公開講座などが積極的に行われ

ています。また、民間団体が実施する生涯学習講座でも様々な内容の講座が実施され、多くの区民が受講

しています。一方、地域には、いわゆる団塊の世代※の大量退職により、企業等での経験を経た区民がこ

れまでになく多くなっています。

平成18年12月の教育基本法改正では、国民一人ひとりが、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ること

ができるよう、生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習することができ、その成果

を適切に生かすことのできる社会の実現が図られなければならないという、生涯学習の理念が示されまし

た。

こうしたことから、生涯学習への区民の関心や意欲の高まりに適切にこたえ、区民のライフステージ※

に応じた学習機会や情報を提供し、活動の場を確保することが大切です。今後も、区民が「いつでも、ど

こでも、だれでも」生き生きと学び合える豊かな社会の実現を目指し、区民の自主的な学習活動の促進、

支援を行い、生涯学習の環境づくりを進めていく必要があります。
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施策の体系 ２　生涯学習の推進
（1）生涯学習推進の基盤整備

上記以外の具体的な施策は「第３　地域ぐるみの教育の振興」（P36）「第４　学校教育の振興」（P38）

「第５　社会教育、スポーツ・レクリエーションの振興」（P42）「第６　芸術文化の振興」（P45）に記

載

○  区民一人ひとりが、生涯を通じて、いつでも、どこでも、自由に学習機会を選択し、生き生きと学び、

学び合うことができる豊かな学習社会が実現しています。

○  学校教育、社会教育の分野を含め生涯学習の基盤が整備されています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　生涯学習推進の基盤整備
 ○  区民、学校、学習団体との連携・協力による学習機会を提供していくとともに、ライフステージ※や

ライフスタイルに応じた学習への支援など、区民の主体的な学習活動に向けた条件整備を進めます。

 ○  地域の人がもつ知識・技能から新たな知識・技能を得ていく、また、自らがもつ知識・技能を地域の

身近な人たちに提供していく「地域に学び、地域に生かす」学び合いのシステムを構築します。

 ○  区内および近隣地域の教育機関との連携により、教育機関の専門性を生かした生涯学習事業を実施し

ます。
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第３ 地域ぐるみの教育の振興

現況と課題

子どもの生活は、子育て世帯の核家族化の進行や少子化など様々な社会・経済状況の変化により、大き

な影響を受けています。子どものしつけや教育に対する悩みと不安を抱え、育児に対して自信を失ってい

る保護者もいるといわれています。さらに、インターネットの普及や携帯電話の保有拡大が子どもの生活

領域に新たな人間関係を生み出すなど、子どもを取り巻く社会の様々な変化の中で、家庭と学校や地域と

のかかわり方も変化し、家庭だけでなく、地域の教育力の低下も懸念されています。

子どもたちが基本的な生活習慣や社会のルールを身につけ、子どもたち一人ひとりの個性を尊重し、そ

れぞれの良さを見出しながら豊かな心をはぐくんでいくため、今まで以上に家庭、学校、地域社会が互い

に連携して教育力を高める必要があります。

家庭教育はすべての教育の出発点であり、保護者は、子どもの教育について第一義的な責任を有してい

ます。その上で、国や地方公共団体が家庭教育の支援に努めることも必要であり、学校、家庭および地域

住民その他の関係者が、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚し、相互に連携・協力に努めることが

求められています。平成18年12月には、これらの点が教育基本法に盛り込まれ、明確にされたところで

す。

今後、家庭の教育力や子育て力の向上を目指して、学習機会の提供や情報の提供など、引き続き家庭へ

の支援を継続していかなければなりません。併せて、地域の人材や学校施設なども活用しながら、地域に

住む大人たちが協力し合って多様な学習機会、体験活動や交流活動等の機会を提供することも欠かせませ

ん。さらに、学校からの積極的な情報提供、保護者や地域住民の意向の学校運営への反映など、学校と家

庭・地域社会との連携を深めていく必要があります。

家庭、学校、地域が連携・協力した「地域ぐるみの教育」に取り組むことにより、それぞれの教育力の

向上を図り、地域社会全体で子どもを見守り、はぐくむことが求められています。

施策の体系 ３　地域ぐるみの教育の振興
（1）家庭教育の支援
（2）地域ぐるみの子どもの育成
（3）家庭・地域社会と学校との連携・協力の推進
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○  子どもたち一人ひとりが、自分の生命を大切にし、地域に愛着をもって、心豊かに育っています。

○  保護者が子どもの教育に責任をもって家庭教育を進める中で、子どもが生活のために必要な習慣

を身につけ、自立心を育て、心身の調和のとれた成長をしています。

○  家庭と地域が連携し、地域社会の中で子どもを育てていくという連帯感が生まれ、地域全体で子

育てが行われています。

○  家庭・地域社会と学校との連携・協力が深まり、地域社会が学校の教育活動に積極的に支援を行

うなど学校運営への参加が進められています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　家庭教育の支援
 ○  家庭の教育力を高めるため、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対し、家庭教育や子育てに関

する情報提供、きめ細かい相談対応、家庭教育学級や家庭教育講座等の多様な学習機会の提供などの

支援を行います。

施策２ 　地域ぐるみの子どもの育成
 ○  家庭や地域社会、そして学校が相互に連携し、子どもを取り巻く全体の教育力を向上させるための施

策を展開します。

 ○  子育てについての情報の共有化を図るため、家庭、学校、地域の連携を図る教育ネットワーク組織へ

の支援を行います。

 ○  地域の中で、子どもたちが様々な生活体験および自然体験を行うことができるようにするため、子ど

もたちの安全・安心な遊び場や様々な体験・交流の場、学習の機会等を充実します。

施策３ 　家庭・地域社会と学校との連携・協力の推進
 ○  学校の教育活動や実践を積極的に保護者や区民に情報提供するとともに、学校の教育目標や運営方針

などを地域で共有し、学校と家庭・地域社会とがお互いに子どもの育成という共通の目標に向けて緊

密に連携できるように取り組みます。

 ○  学校評議員制度、学校運営協議会※制度、学校評価制度等を積極的に活用し、保護者や区民とのコミュ

ニケーションを活発にしながら、その意向を学校運営に反映し、家庭や地域社会との連携を更に深め

ていきます。

 ○  部活動の外部指導員、ボランティアやゲストティーチャーなど地域の人材を活用し、その知識や経験

を生かした多様な教育活動を進めます。

 ○  教職員の経験等を生かし、地域社会との連携を進めます。

 ○  地域社会による区立学校の校庭、体育館、特別教室等の活用を促進します。

 ○  学校施設の活用を通じて、学校が地域の人々とのふれあいの場や活動の場となるよう、住民の主体的

な参加による活動を支援します。
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第４ 学校教育の振興

現況と課題

新しい知識・情報・技術が社会の諸活動の基盤として非常に重要となる現代社会においては、「課題を

見出し解決する力」「知識・技術の更新のための生涯にわたる学習」「他者や社会、自然や環境と共に生き

ること」など、子どもたちが変化に対応できる能力をはぐくむことが求められています。

国では、平成18年に教育基本法、平成19年に学校教育法等の改正が行われ、平成20年3月には学習

指導要領等の改訂が行われました。区立学校は、新学習指導要領等に沿って教育課程を確実に実施し、時

代状況の変化に合わせ、学習指導要領の理念でもある「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」など「生

きる力」をはぐくむ目黒の教育を推進していく必要があります。教員の資質の向上を図りながら「わかる

授業」を実践するとともに、一人ひとりの子どもに向き合える環境づくりを更に進めていくことが求めら

れています。

家庭、地域の教育力の低下、学校生活への不適応、子どものストレスの堆積などから生まれる子どもの

心の悩み、不安、いじめや不登校は、引き続き大きな問題となっています。また、社会・家庭環境の変化

に伴い、子どもの肥満・やせ過ぎ、生活習慣病の兆候、体力の低下など様々な健康上の課題が指摘されて

います。

学校における部活動は、生徒一人ひとりの個性の伸長や豊かな人間性、社会性をはぐくむ上で活気ある

活動を展開することが必要ですが、生徒数の減少とそれに伴う教員数の減少によって、生徒が希望する部

活動が開設できない、活動を縮小せざるを得ないなどという状況が生じています。

幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であることから、幼稚園、保育園などに

おける就学前の教育の充実が求められています。また、認定こども園制度の創設による幼児教育・保育の

一体的な運営なども含め、多様なニーズに対応した更なる幼児教育振興の取組が必要になっています。

特別支援教育※では、ＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）、高機能自閉症等を含めて、

障害児などに対し、一人ひとりの教育的ニーズにこたえ、能力や可能性を最大限に伸ばす、多様で柔軟な

教育を更に推進することが求められています。

施設面では、区立小中学校は既に耐震補強済みですが、今後10年間に建築後50年を経過する学校もあ

り、施設の安全の観点からも老朽化に対する対応が課題となっています。また、学校が外部からの侵入者

による犯罪被害の現場となってしまった事件を契機に、学校の安全対策は喫緊の課題として国を挙げて取

り組んでおり、区においても、地域と連携するなどにより、児童・生徒、学校の安全を守る施策を推進す

ることが必要になっています。

児童・生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、今後も多様な視点から安全対策の更なる向上

を図ることが必要です。
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施策の体系 ４　学校教育の振興
（1）「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進
（2）幼児教育の推進
（3）特別支援教育の推進
（4）学校施設の整備
（5）学校安全対策の推進

○  子どもたち一人ひとりが、生涯を通じて、心豊かに、主体的・創造的に生きていくことができるよう、

「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を確実に身につけることのできる学校教育が展開されて

います。

○  幼児教育では、すべての子育て家庭への支援を踏まえた連携により、子どもの育成環境への多様

なニーズに対応した環境が整備されています。

○  特別支援教育※では、関係機関との連携がなされ、一人ひとりのニーズに対応した指導計画が作

られ、指導が行われています。

○  児童･生徒にとって望ましい集団規模を確保しつつ、学習･生活の向上や安全性に配慮した学校環

境が整備されています。

○  専門家や保護者・地域の協力による様々な安全対策の取組により、子どもや学校が犯罪等の被害

から守られています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進
 ○  基礎的・基本的な知識・技能の定着を図り、これらを活用して課題を解決するために必要な能力をは

ぐくむとともに、学習の基礎となる言語に関する能力の育成を重視し、言語活動の充実を図ります。

また、学習意欲を向上させ、主体的に学習に取り組む態度を養うとともに、家庭との連携を図りなが

ら、学習習慣を確立します。

 ○  人権教育や道徳教育を通じて、人間尊重や公共の精神、伝統・文化を尊重する心などの道徳性を育成

するとともに、自然宿泊体験教室などの様々な体験活動をとおして、「豊かな心」をはぐくみます。

 ○  健康教育を通じて、健康・体力の保持増進と体力の向上のため、自ら考え、判断し、よりよく行動で

きる実践力の基礎を培い、「健やかな体」をはぐくみます。また、健康課題のある子どもについて、

個別の相談や指導により課題の改善を図ります。

 ○  理数教育、外国語教育の充実を図るとともに、社会の変化に対応できるよう、情報教育、キャリア教

育、環境教育、食育※など今日的課題について取り組みます。

 ○  地域や学校の実態に応じ、地域の人々、社会教育施設や各種団体との連携などの運営上の工夫をして、

部活動に対する支援の充実を進めます。

 ○  幼稚園・保育所と小学校、小学校と中学校の間の連携や交流を一層深め、校種間の接続が円滑に進む
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よう取り組みます。

 ○  学校では、校長のリーダーシップの下、組織の活性化を図りながら学校や地域の実態に応じて特色あ

る学校づくりを進めるとともに、子ども・保護者・地域から信頼される指導力の高い教員の育成を目

指して、研修の充実や研究を奨励します。

 ○  不登校やいじめの問題、子どもの心の悩みや不安にこたえるための教育相談機能を充実します。
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施策２ 　幼児教育の推進
 ○  就学前施設において「生きる力」の基礎をはぐくむ教育内容の充実を図り、小学校へ円滑につなぐよ

う取り組みます。

 ○  就学前施設における幼児教育振興に向けたネットワークを確立します。

 ○  すべての幼児と保護者が安心して幼児教育を受けられる環境整備を図ります。

 ○  区立幼稚園では、統廃合等による適正配置や認定こども園への移行を進めるとともに、幼児教育の質

的向上を図りながら、すべての子育て家庭への支援を推進します。

 ○  私立幼稚園に対しては、教育環境や安全対策の整備に関する支援を積極的に行い、子どもが心身とも

に健やかに成長していくことができる学びの場の整備を図ります。

 ○  私立幼稚園に通園している園児の保護者を支援し、経済的負担の軽減に努めます。

施策３ 　特別支援教育の推進
 ○  保護者や区民の理解促進を図るため、特別支援教育※にかかわる啓発活動を推進します。

 ○  特別支援学級に在籍する児童・生徒への個別指導に基づく個に応じた指導を充実します。
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 ○  通常の学級に在籍する発達障害等の児童・生徒への個に応じた指導を充実します。

 ○  特別支援学校に在籍する児童・生徒の居住する地域における交流を促進します。

 ○  早期からの教育相談を踏まえた就学相談の充実を図ります。

 ○  就学前から学校卒業後までの一貫した支援に向けて、就学前施設や福祉・医療・労働など関係機関と

の連携体制の拡充を図ります。
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施策４ 　学校施設の整備
 ○  老朽化した校舎や体育館・プールについ

て、建築年度や老朽度を考慮しながら、

改築や大規模改修を計画的に進めます。

 ○  エコスクール※を推進するとともに、学

校環境の改善を進めます。

 ○  校庭の整備を順次行い、児童・生徒が安

全で使いやすい校庭にします。

 ○  活力ある学習活動や豊かな人間関係をは

ぐくむことができる望ましい規模の中学

校の実現に向けて、中学校の統合を推進

します。

施策５ 　学校安全対策の推進
 ○  施設の安全環境の充実や訓練・研修の充実等を通じて、学校の安全管理体制の整備を進めます。

 ○  子どもの安全教育の推進と教職員の危機管理意識の向上を図ります。

 ○  安全パトロールや「こども１１０番の家」など、学校と地域との協働による子どもの安全対策の充実

を図ります。

校舎の壁面緑化
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第５ 社会教育、スポーツ・レクリエーションの振興

現況と課題

区民の間では、様々な学習やスポーツ・レクリエーション等の活動が活発に展開されています。

平成20年6月の社会教育法の改正により、講座の開設や芸術文化の奨励、施設の設置等に加え、情報

化の進展に対応した教育や家庭教育講座の実施、社会教育に関する情報提供等が新たに社会教育行政の行

うべき事務に追加されました。

区は、社会状況の変化に対応した今日的課題や多様な区民の学習要求に対応した学習機会を提供するほ

か、学習やスポーツ・レクリエーション等の団体活動がより発展するための交流機会の提供や指導者派遣

等の支援を行ってきました。情報提供や学習相談の体制整備など、個人の学習の支援にも取り組んでいま

す。

今後、区民一人ひとりがその学習成果や経験を豊かな地域社会の実現に生かしていけるよう、学習活動

の支援を更に充実するとともに、保健・福祉、地域づくりなど様々な分野との連携を図り、区民のニーズ

に対応した学習やスポーツ・レクリエーション等の取組を推進する必要があります。

そのためには、区民一人ひとりが個人として自立し、常にその能力を磨きながら健康で充実した人生を

実現できるよう、生涯にわたって、あらゆる機会・場所で学習することができ、成果を適切に生かすこと

のできる仕組みづくりを進めることが重要です。

科学技術の著しい進展は、情報革命と呼ばれるような社会環境を生み出し、区民の生活様式にも多大な

影響を与えています。特に、地域の情報拠点である図書館には、所蔵資料の来館者閲覧・貸出機能に加え、

情報や資料提供などのサービスを担う役割への期待が高まっています。また、子どもたちや若者の読書離

れ・活字離れが指摘される現在、子どもたちの読書活動の推進や障害者の図書館利用の促進は重要な取組

であり、区民・ボランティアと連携した図書館サービスを展開していくことが求められています。

施策の体系 ５　社会教育、スポーツ・レクリエーションの振興
（1）社会教育活動の促進
（2）スポーツ・レクリエーション活動の促進
（3）図書館サービスの充実

○  区民一人ひとりが、生涯を通じて、生きがいづくり、健康づくりを進めることができています。

○  子どもから高齢者までだれもが参加できる活動の場、学習機会、スポーツ・レクリエーションの

機会が提供されています。

10年後の目黒の姿
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施策１ 　社会教育活動の促進
 ○  学習機会や活動の場の提供、団体支援、情報提供、学習相談など、各地域の社会教育活動の拠点とな

るよう、社会教育館の機能の充実と効果的・効率的な運用を図ります。

 ○  青少年の社会教育活動の拠点となるよう、青少年プラザの機能を充実します。

 ○  団体同士の相互交流や親睦を深めたり、学習の成果を発表したりすることにより、更に団体活動が発

展するよう、交流や発表の場を充実します。

 ○  区民が学習に関する情報を得られるよう、ＩＣＴ※を活用した情報発信や各社会教育館等の情報コー

ナーを拡充します。また、学習や団体活動などの相談が受けられるよう、相談体制を充実します。

 ○  区民の社会教育活動による区民相互の連帯感の醸成や学習成果を生かした地域づくりを通じて、地域

社会の活性化を図ります。

施策２ 　スポーツ・レクリエーション活動の促進
 ○  区民が地域の身近な場所で気軽に行えるスポーツ・レクリエーション活動の普及を通じて、区民の生

きがいや健康づくり、相互交流を促進するとともに、様々な分野との連携を図った地域づくりを展開

します。

 ○  平成20年度から導入した指定管理者の専門性や事業ノウハウを生かし、各施設の一般公開や教室・

講習会等をより魅力あるものとし、充実を図ります。

 ○  障害者を対象とした一般公開の実施など、身近な場所で、日常的に参加できる機会を拡充し、障害者

の健康・体力づくりの機会を拡充します。

 ○  子どもの発育・発達の視点や障害者のスポーツ活動等に関する知識や指導方法を含め、指導者の研修

機会を充実します。

 ○  総合型地域スポーツクラブ※の全地区での設立等、地域スポーツの発展に向けて、特定非営利活動法

人目黒体育協会、同加盟団体等のスポーツ関係団体ならびに学校や地域の団体等との連携・協力を進

めます。

 ○  区民のスポーツ・レクリエーション活動の拠点としての機能確保を目指し、ユニバーサルデザイン※

の考え方を取り入れたバリアフリー※化を含め、老朽化した区民体育館と区民プールの改修・改築等

の整備を進めます。
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施策３ 　図書館サービスの充実
 ○  教養、調査、研究、レクリエーションなど多様な資料をバランスよく整備し、区民の学習ニーズにこ

たえます。

 ○  区民の課題解決のために必要とする情報を的確に選ぶ手助けをするため、レファレンスサービス（参

考調査、資料相談等）を充実します。

 ○  すべての子どもが自ら進んで読書に親しめるよう、家庭、地域、学校と連携し、積極的に子どもの読

書活動の推進に取り組みます。

 ○  障害者や高齢者を含めたすべての区民が利用しやすく、高度情報化に対応した図書館サービスを提供

します。
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第６ 芸術文化の振興

現況と課題

地域社会を基盤として行われる芸術文化活動は、区民一人ひとりの人間性を豊かにするだけではなく、

心のふれあいを通じて、連帯感や地域への帰属感を培い、コミュニティの形成に大きな効果をもたらすも

のです。

めぐろパーシモンホール、目黒区美術館には目黒区以外の地域からもたくさんの人が訪れています。ま

た、目黒区民も目黒区以外の地域に出かけ様々な芸術文化活動を行っています。芸術文化の振興には、目

黒区だけでなく広域的な地域の連携・協力関係を密接にしていくことが求められます。また、芸術文化の

振興は、区民・団体と行政双方が連携・協力することによって実現されていきます。行政は様々なハード・

ソフト資源を活用して、区民・団体の活動を支援していくことが必要です。一方、芸術文化活動の促進は、

魅力ある地域づくりにも資する取組であるため、今まで以上に様々な分野との連携・協力を進めていく必

要があります。

芸術文化の振興に向けて、区は、多くの人が芸術文化に接し、参加できる機会を提供し、芸術文化に親

しむ人を新たに発掘・育成していくことが重要です。子ども、青少年が豊かな情操をはぐくみ、さらに、

将来にわたり新しい文化の担い手として活躍していくために、子ども、青少年が優れた芸術文化に接し、

親しむ機会を提供していくことが求められます。

埋蔵文化財については、建物建設等に伴い発見されることが多く、文化財保護の観点から効率的・効果

的な調査を行う必要があります。区民の貴重な財産である文化財の保護を行うためには、区民と行政が協

力して、地域の貴重な文化財を積極的に保護し、後世に残していくとともに、区民一人ひとりの保護意識

を高めていくことが必要です。
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施策の体系 ６　芸術文化の振興
（1）芸術文化活動の促進
（2）文化財の保護

○  優れた芸術文化に接したり、新しい文化の創造に寄与したりする機会が区民に提供されています。

○  区民の芸術文化活動が活発になっています。

○  郷土に伝わる文化財が保護・継承されています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　芸術文化活動の促進
 ○  芸術文化の鑑賞の機会や発表の場を提供すると

ともに、芸術文化活動を促進するための情報、

資料の提供、指導者の育成および事業支援に努

めます。

 ○  目黒区の様々な芸術文化資源を活用して、目黒

区の特色を生かした芸術文化事業を区民・団体

との連携・協力により実施します。

 ○  優れた美術作品や資料を計画的に収集し、充実

した展覧会を開催するなど、多くの人が気軽に

芸術文化に接し、子どもたちが芸術文化に親

しむ機会を積極的に提供します。

 ○  芸術文化活動団体がより充実した活動ができるよう適切な支援を行うとともに、将来活躍が期待され

る芸術家への支援を図ります。

 ○  地域に継承される伝統文化への適切な支援を行い、地域文化の継承・発展に努めます。

施策２ 　文化財の保護
 ○  文化財の保存・継承を支援するため、重要なものを指定文化財とするなど保護に努めるとともに、区

民の文化財への関心を高めます。

 ○  区民が文化財について正しく理解できるよう、文化財に関する資料・情報を整備して、区民への提供

や啓発事業に活用します。

 ○  目黒区の歴史に関する資料を収集し、整理・調査研究した上で展示・公開するとともに、教育普及活

動をとおして区民が目黒区に関する歴史を正しく理解することにより、地域に対する興味や関心、愛

着心を高めます。

駒場公園和館
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交通安全目黒区宣言

　近時、車両交通のふくそうに伴い、区内における交通事情は悪化
の一途をたどり、事故が日とともに激増の傾向にあることは、誠に
憂慮にたえないところである。
　目黒区は、人命尊重の基本理念に基づき、交通事故の絶滅を期す
るため、ここに交通安全区たることを宣言する。

（昭和45年3月14日）

暴力団追放宣言

　犯罪のない平穏で明るい社会の実現は、すべての住民の心からの
願いです。
　ところが、最近、勢力拡大を企図する暴力団は、抗争事件や覚せ
い剤事犯をはじめ、多くの住民が生命の危険と恐怖にさらされる事
件を引き起こし、さらには民事問題に介入するなど、地域住民に大
きな不安を与えています。
　こうした社会に害悪を及ぼす暴力団を一日も早く排除するため、
　１　暴力団を恐れない。
　１　暴力団を利用しない。
　１　暴力団に金を出さない。
　１　暴力団から不当な行為を受けたら、ただちに警察に通報する。
　など、断固たる実践が必要です。
　よって、目黒区民は、一致協力して暴力団の根絶をめざすととも
に、明るく住みよい地域社会の実現に向け全力を挙げることを宣言
します。

（平成3年9月30日）
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第１ 豊かなコミュニティの形成

現況と課題

本区では、昭和49年4月から生活圏域（住区・地区）を設定し、コミュニティ活動の場となる住区センター

の整備を進めるとともに、コミュニティ形成に向けた住民参加の場として住区住民会議の組織づくりを提

案し、定着と活動を支援してきました。

その結果、住区住民会議は、住区センターの運営管理をはじめ多様な事業活動を30年以上にわたって

展開し、町会･自治会をはじめとする地元の団体等との連携を深めつつ、住区単位のコミュニティの形成

に大きく寄与してきました。

住民が自分の住む地域に関心をもち、地域の問題解決やまちづくりのために、互いの意見を尊重しなが

ら協力し合う関係が形作られることで、住民の自治意識と連帯感に支えられた住みよい地域社会が形成さ

れます。このような包括的なまちづくりを地域で推進する組織としては、これまでの活動の経過・内容、

取組の実績、組織や活動の継続性、設立時の趣旨などの点から、地域の様々な団体や住民の参加による住

区住民会議がふさわしい団体であり、今後も活発な住民参加の下に地域づくりの担い手として期待されて

います。

それぞれの地域では、町会・自治会の日常的な活動および町会・自治会と連携した日赤奉仕団、消防団、

共同募金会、清掃協力会等の活動が、地域の発展に大きく貢献しています。また、特定目的の実現を通じ

てまちづくりに寄与する様々なＮＰＯ※・ボランティアグループが生まれ、多様な公益的活動が行われる

ようになってきています。

住区住民会議が最初にできてから35年が経過しましたが、活動の成果とともに、町会・自治会をはじ

めとする様々な活動団体との更なる連携強化や住民参加の広がりなどの点で課題があります。そのため、

情報受発信の強化、会議体としての構成や組織編制、運営の公正性の確保、会計や業務の情報公開、地域

活動登録団体制度の改善などについて、住区住民会議として今後のあるべき姿を見据えた検討が不可欠と

なっています。

ふれあいと活力のあるまち

第 2 節
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地域課題への住民による主体的な取組が更に拡大するためには、本区独自の住区ごとの住民協議方式を

まちづくり手法の基本の一つとして改めて明確に位置づけるとともに、施設整備を含めたこれまでの行財

政資源の投資を生かす方向で、地域コミュニティの担い手として地域の様々な力を結集できる住区住民会

議の役割の明確化と機能の一層の発揮に向けた支援を充実していくことが必要です。

公益法人制度の改革や寄付金税制の拡充などは、地域社会の活力を発展させる方向を目指していること

から、自治体としても社会環境の変化を踏まえた取組が必要になっています。

区民の様々な公益活動の活発化に向けては、目黒区社会福祉協議会の「めぐろボランティア･区民活動

センター」など広域的な中間支援組織との連携を強化することも大切です。また、区として民間公益活動

の意義を明らかにしつつ、既存の細かに分かれている助成制度を含め、支援のあり方などについて検討を

行っていくことが求められています。

豊かなコミュニティの形成に向けては、障害者や高齢者、子ども、外国人、地域で働く人々、企業など

を含め、地域社会を構成する様々な人々が生活しているという視点から考えることも重要です。

地域社会、近隣関係における交流と温かいふれあいの場を確保するため、区民まつりや地域の各種イベ

ントの開催、友好都市をはじめとする国内交流等の機会を通じて、様々な人々の交流を一層促進する環境

づくりを進めることが必要になっています。外国人との交流については、多文化と共生する国際社会の現

状の認識に立って、地域でともに暮らす仲間としての交流を深めながら、相互理解に向けた情報共有や交

流活動を図る必要があります。

施策の体系 １　豊かなコミュニティの形成
（1）様々な公益活動の促進
（2）住区住民会議の活性化支援
（3）多様な地域交流・多文化共生の推進

○  町会・自治会など地域の様々な団体の活動やそれらと連携・協力した住区住民会議によるコミュ

ニティ活動によって、様々な公益活動が活発に展開されるとともに、協働の理念を踏まえた地域

課題への取組が行われ、区民の自治意識と連帯感に基づいた豊かなコミュニティの形成が進んで

います。

○  目黒区独自のまちづくりの手法である住区住民会議方式が浸透・定着し、地域の歴史や特性を生

かした住区住民会議活動が展開されています。

○  地域に住む人、地域で働く人、また、高齢者、障害者や外国人など様々な人々や企業が地域の活

動に参加し、互いに尊重し理解し合いながら、豊かな交流と温かなふれあいのできるまちになっ

ています。

10年後の目黒の姿



※ ⇒ 用語解説

第２章　基本目標別計画

─ 51 ─

第
２
節
ふ
れ
あ
い
と
活
力
の
あ
る
ま
ち

施策１ 　様々な公益活動の促進
 ○  目黒区社会福祉協議会が展開する「めぐろボランティア･区民活動センター」など広域的な中間支援

組織との連携を強化し、公益活動への総合的な支援環境づくりを進めます。

 ○  活動経費の助成制度の整備にあたっては、既存の助成制度の見直しを前提に、様々な活動に対する区

民や企業等の関心･理解が高まるような工夫を検討し、透明性・公正性の高い制度を目指します。

 ○  活動の場である集会施設の利用については、地域の集会施設として様々な団体が利用しやすくなるよ

うに検討し、分野別の縦割り的な利用方法を見直します。

施策２ 　住区住民会議の活性化支援
 ○  コミュニティ形成を区政運営の基本的な方向として位置づけ、地域の様々な団体や住民の参加の下、

住区住民会議を担い手とした地域課題への取組を促進します。

 ○  住区住民会議が地域の力を結集し、その役割を一層発揮できるよう、情報受発信の強化、会議体とし

ての組織や運営の確立などに関する適切な支援を行います。

 ○  目黒区が目指すまちづくりの方向や住区住民会議の意義・役割について、区民および職員への理解を

深めていきます。

 ○  地域課題の解決に向けて、住区住民会議とのより一層の連携・協力を深めた新たな取組の展開に努め

ます。

施策３ 　多様な地域交流・多文化共生の推進
 ○  区民まつりや多くのイベント等を通じて、目黒区民、区内事業所なども含めて地域の様々な人々がふ

れあいや交流ができるよう支援します。

 ○  目黒区国際交流協会や各種の団体がイベント等の行事を通じて行う地域での交流活動を支援するな

ど、外国人と日本人の地域での交流機会の拡大を図ります。

 ○  日本語学習などコミュニケーション支援を行う

とともに、多言語での情報提供の充実、外国人

相談の充実、外国人児童・生徒への教育支援、

人権や多文化共生についての意識啓発などを行

います。

 ○  角田市や災害時の相互援助協定を結んでいる都

市との交流を推進します。その他の自治体につ

いても各都市の特色を生かした交流を行いま

す。 目黒のさんま祭り
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第２ 魅力ある商店街づくり

現況と課題

区内の人口が微増にもかかわらず、商店数は減少傾向にあります。商店街への加入店舗も減少している

ため、商店街の活力が減退しています。商店街の活性化のためには、商店街を構成する一つひとつの商店

に活気がなければなりません。多様化する消費者のニーズに的確にこたえるため自らの経営改善と経営意

欲の醸成に努め、創意工夫によって個々の店が発展することで、商店街全体に活気があふれてきます。

大規模商業施設や深夜営業施設の進出、商店主の高齢化や後継者不足、空き店舗の増加など、厳しい経

営環境の中、新たな商店街のあり方が問われています。区は商店の自助努力を基本としながら、商店街の

動きに合わせた支援策および環境整備に努めることが重要です。

駅周辺の放置自転車や不法な看板設置が買い物の障害となるなど、商店街には様々なバリアがあります。

商店街内に林立する電柱は、景観を阻害し、災害時には来街者にとって障害となるだけでなく、災害復旧

活動の阻害要因となる可能性があります。商店街のバリアフリー※化など、高齢者や障害者も安心して買

い物ができる空間の確保が課題となっています。

商店街が地域の魅力ある拠点として、まちのにぎわいと交流の機会を提供する役割を担っていけるよう、

区は、ソフト・ハード両面からその活動を支援していく必要があります。

施策の体系 ２　魅力ある商店街づくり
（1）商店街活性化の推進
（2）快適な買い物空間の整備

○  それぞれの商店が自らの創意工夫により発展しているとともに、商店街のイベントなど商店の自

主的活動が活性化しています。

○  地域の核として、交流の場、いこいの場、ふれあいの場となるにぎやかで魅力的な商店街になっ

ています。

10年後の目黒の姿
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施策１ 　商店街活性化の推進
 ○  地域資源を生かしたイベント活動など、地域住民との交流・連携の仕組みづくりや場の設定を支援し、

地域密着型の商店街づくりを促進します。

 ○  柔軟できめの細かい人と人の対話による営業やポイント等の付加価値サービスを充実するなど、個々

の生活者へのきめ細かなサービスを提供できる顔の見える商店街づくりを支援します。

 ○  地域の人々に頼られる商店街づくりに向け、少子高齢・人口減少社会における消費者ニーズに合致し

た各種サービスの提供やＩＣＴ※を活用した新たな販売促進策などを通じて、新たな地域サービスの

実施を支援します。

 ○  若手の活力と発想をとり入れ、将来の商店街の担い手を育てていく機運を醸成するため、若手商業者

を育成し、その能力が発揮できる組織体制づくりを支援します。

施策２ 　快適な買い物空間の整備
 ○  消費者が安全で安心して快適に買い物ができる歩行者空間づくりを支援します。

 ○  道路上に置かれた商品や看板などへの対策に取り組みます。

 ○  大規模商業施設や深夜営業商業施設の出店に対し、周辺の良好な住環境や商店街との調和を図ります。

 ○  駅周辺など商業集積地周辺の整備事業と連携して、魅力ある商店街づくりを支援します。

 ○  快適できれいなまちを整備・維持するためのルールづくりを支援します。
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第３ 産業・観光の振興

現況と課題

区内中小企業は、景気低迷による売り上げの減少や価格競争の激化により厳しい経営を余儀なくされて

おり、経営者の高齢化、後継者不足と相まって経営基盤がゆらぎつつあります。区は、地域経済の活力を

維持・発展させていくために、経営革新や創業など新たな創造的価値の拡大に向けた情報化産業の促進、

創業に関する情報提供と講座の開催を推進しています。また、中小企業融資あっせん制度の充実などの様々

な経済対策を実施しています。

厳しい経営を余儀なくされている中小企業に対し、経営基盤の強化を図るとともに、新分野進出や研究

開発など自発的に取り組む企業に一層の支援を行い、新たな地域産業の創出を図る必要があります。

区では、仕事を探している区民のために、平成15年度にハローワーク渋谷との連携の下、就労相談窓

口「ワークサポートめぐろ」を開設し、雇用・就労支援に取り組んでいます。現在、国および都において、

非正規労働者の環境整備や若年者の就業支援、中高年の就業支援など様々な雇用対策を進めています。し

かし、景気低迷により、中小企業に働く人々を取り巻く環境は厳しいものになっているため、国や都と連

携しながら雇用対策や労働条件・労働環境の向上などを推進するとともに、高齢者や障害者、女性が意欲

的に生き生きと働ける環境の整備を更に進めることが課題となっています。

国は20年10月に観光政策を専門に担当する「観光庁」を新設し、観光振興を推進する体制を整えたと

ころです。また、都の観光産業振興プランの中では、区の役割として「地域特性を活かした魅力づくり」

が掲げられています。来訪者が回遊しやすい環境や設備の整備・調整、地域一丸となっての受け入れ態勢

など、「訪れてよし」のまちづくりは、「住んでよし」の地域づくりと共通であり、そのために芸術文化を

はじめとする各分野との連携を図って、「観光まちづくり」という新たな切り口による観光行政の推進が

必要です。

地域の誇りである、歴史、文化、自然、産業、まちのにぎわいなどをすべて観光資源ととらえ、区民と

来訪者の交流の輪を広げることで、区内産業の活性化、地域文化の振興、コミュニティ活動の活発化、人々

の生きがいづくり等、区民の生活を豊かにし、ふれあいと活力のあるまちを形成することが課題となって

います。

施策の体系 ３　産業・観光の振興
（1）中小企業等の経営基盤の強化
（2）雇用・就労支援の充実
（3）観光まちづくりの推進
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○  中小企業の経営基盤が強化され、社会経済情勢の変化に中小企業自らの力で迅速かつ柔軟に対応

しています。

○  新しい時代を担う地域産業が創出・育成され、区内産業が地域社会とともに発展し、活性化して

います。

○  地域の歴史や文化、産業、自然など様々な観光資源が生かされ、人々が交流し、にぎわいと活力

にあふれた観光まちづくりが実現しています。

○  中小企業で働く人々の労働条件や福利厚生が向上しています。

○  高齢者や障害者をはじめ働きたい人の就労相談の場が確保され、だれもが生き生きと働いていま

す。

10年後の目黒の姿

施策１ 　中小企業等の経営基盤の強化
 ○  区内中小企業が新しい産業動向に対応し経営力を強化できるよう、自助努力を基本とした支援を進め

ます。

 ○  区内中小企業経営者や従業員のスキルアップを図り、企業の経営基盤を強化します。また、仕事の受

発注を円滑に進めるよう、受発注情報体制を強化します。

 ○  中小企業のための融資制度について、経済情勢等を考慮して充実を図ります。

 ○  インターネットを活用した中小企業情報コーナーを開設し、企業情報を提供するとともに、中小企業

経営におけるＩＣＴ※化を促進し、様々な情報活動を支援します。

 ○  大企業の下請け型から先進的かつ独自技術をもつ企業への変革を促進し、経営基盤の強化を図ります。

 ○  工場と住宅が共存した調和のとれたまちづくりを進め、安全で安心して操業できる環境づくりを推進

すると同時に、都心に近い有利な立地条件を生かし、高い付加価値力をもつ研究開発型企業を育成し

ます。

 ○  都心の地の利を利用した情報産業などの進出や既存企業の新分野進出の促進を図るとともに、地域経

済の活力を維持・発展させていくために、新たな創業支援を図ります。

 ○  創業支援の取組など区内産業振興のための指針の策定と中長期の振興対策の検討を進めます。

 ○  産業交流の拠点として中小企業センターの機能を拡充し、各種団体活動や相互交流の推進、区内産業

の活性化を図ります。

 ○  中小企業勤労者が働きがいと豊かさを実感できるよう、福利制度の充実、文化・余暇活動の推進など

職場環境の向上を支援します。

 ○  環境や福祉等社会貢献を視野に入れたビジネスを支援します。とりわけ地域課題に取り組むＮＰＯ※

や企業の公益活動については、区との協働を視野に入れ支援します。

 ○  公衆衛生の維持と区民の健康増進に寄与し、地域交流の場である公衆浴場を確保するとともに、農地

保全の観点からは、区内農業の振興を図ります。
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施策２ 　雇用・就労支援の充実
 ○  区内中小企業で働く人々の生活の安定と向上のため、労働環境の整備や福利厚生の向上を支援します。

 ○  女性が差別なく雇用の機会を与えられ、働き続けることができる労働条件の確保に向けて企業に働き

かけます。

 ○  若年者、高齢者、障害者等の就業を支援するため、関係機関との連携を促進し、就労の場の確保に努

めます。

 ○  就労相談窓口の充実を図るとともに、求職者に有益となる情報の収集および提供に努めます。

施策３ 　観光まちづくりの推進　
 ○  観光ビジョンに基づき、「自由が丘」「目黒通り・駒沢通り」「目黒川・

中目黒」の3地区において「まちの魅力をはぐくむモデル地区整備プ

ロジェクト」を実施します。

 ○  区の観光資源を掘り起こし、広くＰＲし、区の認知度を向上させると

ともに、わがまち目黒を語りたい人を発掘し、語れる人を増やします。

 ○  区のブランドとなるものを創生するための支援を行います。

 ○  区内観光資源および区施設の有効活用のため、ロケ撮影を活用します。

映像作品をとおして区の魅力を国内外に広く発信し、地域の活性化を

図ります。

 ○  観光まちづくりを推進するため、めぐろ観光まちづくり協会を中心と

して区民、事業者、地域団体および行政の活動を結びつけ、継続性と

機動性を合わせもった推進体制を構築します。 目黒川の桜
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第４ 消費生活の向上

現況と課題

食品の偽装表示など食の安全に対する不安、悪質商法の横行、インターネット上の契約トラブルなど、

個々の消費者にとって解決が困難な事例が増えています。

特に、高齢者や障害者等の弱者が標的とされる詐欺まがいの悪質な商法が横行し、被害の認識欠如や相

談できる人がいないなど、多くの被害が潜在化しています。携帯電話･パソコンのインターネットを入り

口とする青少年の被害も拡大しており、儲け話に誘われて被害に遭うか加害者側に加担してしまう若者が

急増しています。年代ごとの特性に応じた教育・啓発が不可欠となっています。

深刻化している多重債務問題解決に向けては、早期発見、掘り起こしなど全庁的連携による取組を開始

し、債務者に対する相談支援を図っていますが、まだ潜在化している可能性が高いため、更なる普及啓発

などの取組が課題です。　

平成20年4月には、目黒区消費生活基本条例の実効性を図る取組がなされるよう、消費者教育の推進、

消費者力向上のための活動支援、相談体制および被害救済のための仕組みの充実について、消費生活環境

整備推進会議から提言されました。区は、内容を検討しつつ順次具体化していくことが求められています。

区民が消費者として主体的に的確な判断ができるよう、区は、様々な場での学習の機会の提供などによ

り、必要な知識や情報の普及に努める必要があります。

また、日々の消費生活における安全・安心が脅かされている現状があり、区民一人ひとりへの啓発およ

び注意喚起を図り、地域全体で高齢者や障害者を見守り合っていく必要があります。悪質商法による消費

者被害防止ネットワークを構築し、被害の未然防止、早期発見、掘り起こし等をすることが大切です。

施策の体系 ４　消費生活の向上
（1）消費生活の安全・安心の充実

○  商品やサービスについての様々な情報の中で、区民が主体的に必要かつ的確な情報を収集し、商

品やサービスを選択しています。

○  消費者としての意識が高まり、消費生活をめぐるトラブルが減少しています。

10年後の目黒の姿
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施策１ 　消費生活の安全・安心の充実
 ○  消費者が商品やサービスについて自らの判断に基づいて選択を行うことができるよう、製品や食品の

安全性、悪質商法の実態などの消費生活情報を収集し、消費者に提供します。

 ○  区民にとって暮らしを見つめ直すきっかけづくりとなるよう、様々な学習の機会を提供します。

 ○  国の消費者庁創設および消費生活環境整備推進会議の提言を受け、具体的な取組を推進するため、消

費生活センターの機能および消費者相談の充実を図ります。

 ○  地域包括ケア※における見守りネットワークと合わせた消費者被害防止ネットワークを構築し、更な

る拡大･充実を図ります。

 ○  消費者被害防止のため、多種多様な手法により消費者への啓発を図ります。
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目黒区福祉都市宣言

いつくしみ
支えあう
人の絆

きずな

を大切に
一人ひとりがすこやかに
家族や友といつまでも
安らぎと生きがいに満ち
お互いを尊重しあう
心としくみの生きるまち
目黒のまちは
こうありたい

私たちは、人間性尊重の精神に立ち、
共に手をたずさえて、
豊かな福祉都市を築いていくことを決意し、
ここに宣言します。

（平成6年6月1日）

※ ⇒ 用語解説

目黒区健康都市宣言

健康
それは　いきいきと生きるための　いしずえ
健康
それは　日々のくらし方から　生まれるもの

健やかに生きていくまちは　わたくしたちの願い
ともに手をたずさえ　つくっていこう

わたくしたちは、すべての区民がそれぞれに健康で生きがいのある
生活をおくることができる、健康なまちめぐろの実現を目指すこと
を宣言します。

（平成12年10月20日）
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第１ 健康づくりの推進

現況と課題

日本人の平均寿命は世界一の水準となり、我が国の高齢化は進行しています。目黒区においても、高齢

化率（65歳以上の人口比率）が年々上昇し、今後もこの傾向が続くと予想されます。また、平均寿命は、

男女とも都内区市町村の上位に位置しています。

人生85年時代が現実となった今日、いつまでも心身ともに健康で、自立して生活できる期間としての

「健康寿命」を長く保つことが重要です。乳幼児期から高齢期に至るまでの生涯を通じた健康づくりの必

要性がこれまで以上に増しており、栄養、運動、休養をとおして健康的な生活習慣を身につけることが大

切になっています。

そのために必要な情報を適時提供するとともに、生涯を通じた健康相談等を充実することが必要です。

また、栄養や禁煙・分煙の取組を表示する飲食店を拡大するなど、健康づくりのための情報が随所に見ら

れる地域づくりを進めることも課題です。生活習慣の多様化により、偏った食生活など食に関する課題も

多く、子どものうちからの健康教育や食育※も大切です。身近にある区有施設の健康づくりへの活用や、

スポーツ・レクリエーション施設、公園等の整備・改良も課題となっています。

健康づくりは、一人ひとりの自覚と実践が基本ですが、個人の健康を一人で守るには限界があります。

個人を取り巻く様々な環境を、社会全体で健康にとって望ましい方向へと改善していくため、行政や関係

する団体などが連携し、健康を軸とした総合的な施策を推進していく必要があります。

健康づくりの実践の機会を探している区民が活動団体等へ参加する機会を増やすとともに、団体やサー

クル同士の交流を促進させるために、様々な形での行政による支援が求められています。

ともに支え合い
健やかに安心して暮らせるまち

第 3 節
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施策の体系 １　健康づくりの推進
（1）生涯を通じた健康づくりの推進
（2）健康づくり活動への支援

○  「自らの健康は自分でつくり、自分で守る」という意識をもって、区民が主体的・継続的に健康づ

くりに取り組んでいます。

○  保健医療だけでなく、スポーツや福祉、教育など幅広い面から区民の生涯を通じた健康づくりが

支えられています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　生涯を通じた健康づくりの推進
 ○  健康づくり調査を行い、区民の健康状況や健康上の不安を把握して、取組のための具体的な健康目標

を設定します。

 ○  「目黒区健康づくり方針」に基づいて健康づくり関連事業を体系化し、区民が自主的に取り組むため

の健康づくりの行動計画である「健康めぐろ21」を更に推進します。

 ○  健康づくりの正しい知識を習得・実践する機会を提供するとともに、日常の生活に結びつく効果的な

普及啓発を行います。

 ○  健康診査、健康相談、健康学習を合わせた一貫性のある指導体制を更に充実し、心身の健康づくりを

進めます。

 ○  メニューの栄養成分などの栄養情報提供や禁煙・分煙の取組など健康づくりに配慮している「健康づ

くり協力店」の拡大を図ります。

 ○  食育※事業を推進するため、既存の「健康づくり協力店」への働きかけや区民に対する意識啓発に一

層努めます。

 ○  たばこが健康に与える影響などの情報を随時発信し、各種検診事業、健康づくり事業等の機会を利用

して禁煙教育の充実を図ります。また、事業者団体と協力し、事業所を通じた禁煙・分煙の実施を推

進します。

 ○  健康に影響を与えやすい未成年者の喫煙防止を、学校と連携して推進します。

 ○  薬物乱用のない健全な社会の実現に向けて、地域団体との連携を強化し、啓発活動の充実を図ります。

また、青少年の薬物乱用が増加傾向にあることを踏まえ、保護者を対象とした啓発活動の強化など防

止対策を推進します。
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施策２ 　健康づくり活動への支援
 ○  住区センター、老人いこいの家、社会教育施設、公園や区立学校施設などで手軽に楽しく健康づくり

が行えるとともに、区民一人ひとりが自らの健康づくりに主体的に継続して取り組んでいけるよう、

身近な施設の一層の活用を推進します。

 ○  区内で活動する健康づくりに関する団体・サークルのほか、スポーツ・レクリエーション、青少年育

成、教育、文化、福祉など幅広い分野で活動する団体が相互交流し、健康づくりに関する体験や知識

を学び合って理解を深められるよう、活動やネットワーク化を支援します。

 ○  区民が地域で行う健康づくりの活動を支援するため、ボランティアや、健康づくりのための専門知識・

技術をもったリーダーを養成します。
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第２ 保健医療などの充実

現況と課題

保健医療を取り巻く状況の大きな変化が続き、保健医療行政に対する区民のニーズも一層多様化し、増

大しています。少子高齢化が進行する中で、子どもから高齢者まで、それぞれのライフステージ※と一人

ひとりの心身の状態に応じた保健医療の充実が求められています。

出産年齢の上昇、低出生体重児や多胎児の出生割合の増加、不妊治療の進歩と普及など妊娠と出産を取

り巻く状況も大きく変化し、これに対応した適切な情報提供や、出産後の親に対する育児不安や孤立感の

軽減など育児支援の取組が必要です。

成人保健対策では、疾病による死亡の減少や生活習慣病の予防を図るため、健康診断やがん検診などの

各種検査の受診率の向上が課題です。生活習慣の改善を効果的に行い、健康寿命の延長を図るため、健診

受診後の特定保健指導と基本的な健康に対する指導・啓発を連携して一体的に行う必要があります。

介護保険制度の定着、長寿（後期高齢者）医療制度の開始、老人保健法の廃止など、高齢者を取り巻く

医療・福祉の環境も大きく変化していますが、高齢化が進む中、高齢者の保健医療対策は重要な課題です。

また、高齢化の進行に伴い、障害者の増加・高齢化も進んでおり、障害を早期に発見し、保健・医療・福

祉の関係機関が連携して、リハビリテーションに至るまでの地域で一貫したサービスを提供する体制が必

要です。精神障害者が地域で安心かつ安定した生活を送るために、地域生活を支援する体制を整えること

も不可欠です。

さらに、難病患者とその家族の精神的負担や介護面での負担の軽減、結核への対応、増加するＨＩＶ感

染者とエイズ患者の状況を踏まえたエイズ対策などについても充実する必要があります。公害による気管

支喘息などの呼吸器疾患の予防事業や家庭療養指導の充実、事業・制度の一層の普及啓発も求められてい

ます。

区では、平成19年の麻しん（はしか）流行を受けて策定した「目黒区麻しん排除計画」や、新型イン

フルエンザの出現による世界的な大流行の危惧を受けて同年に策定した「目黒区新型インフルエンザ対策

行動計画」に基づく取組を進めています。今後更に体制の整備を進めるとともに、健康危機に備え、各部

局や関係行政機関の役割分担や情報の収集・提供等の具体的対応策を適時適切に進めていく必要がありま

す。また、災害医療救護体制を確保するため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、東京都、後方医療施設（被

災を免れたすべての医療機関）との、より一層の連携が必要です。

日常の生活環境に目を向けると、食の安全・安心を揺るがす様々な事件が発生するなど、区民の食に対

する不安が高まっています。食品の安全性を確保し、消費者の不安を解消するための施策を、国や都と連

携して、総合的・計画的に推進していく必要があります。また、少子高齢化やペットブームなどを背景に、

犬、猫などを飼養する区民が増える一方で、ペットに関するトラブルなどの問題も発生しており、人と動

物が快適に共生できるまちを目指し、飼い主のマナーの普及啓発や飼い主のいない猫対策を推進していく

必要があります。区民生活に密着した理・美容所、クリーニング所、公衆浴場等の衛生水準の確保、店舗、

事務所等の建築物や住居の衛生環境の良好な維持も必要です。

高齢化の進行や生活習慣病の増加などにより医薬品を使用する機会が増えていますが、副作用等による
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健康被害を防止するため、医薬品について薬剤師等の専門家が適切な情報提供や相談対応を行うことが求

められています。また、患者中心の医療を実現するため、医療相談体制を充実するなど医療の安全を推進

していく必要があります。保健医療従事者の確保、医療機能連携の拡充も課題です。

施策の体系 ２　保健医療などの充実
（1）ライフステージに応じた保健医療の充実
（2）心身の状態に応じた保健医療の充実
（3）健康危機管理対策の充実
（4）生活環境の向上
（5）医療体制の整備

○  一人ひとりの心と体の状態やライフステージ※に応じた病気の予防、早期発見、治療などが行われ、

感染症対策などの整った体制の下で、子どもも、高齢者も、障害者も、健やかで安心した生活を

送っています。

○  食品や医療の安全・安心が確保され、居住環境の衛生などの良好な生活環境が整っています。

10年後の目黒の姿

0

60
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100
女男

20年17年12年7年平成2年60年55年50年45年昭和40年
注　：平成20年は簡易生命表、その他は完全生命表による。
　　　昭和45年以前は沖縄県を除く数値である。
資料：厚生労働省統計
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悪性新生物
33.1%
618人

心疾患
16.5%
308人

脳血管疾患
9.4%
176人

肺炎
8.8%
164人

その他
18.4%
342人

悪性新生物
33.1%
618人

心疾患
16.5%
308人

脳血管疾患
9.4%
176人

肺炎
8.8%
164人

糖尿病 1.1% 21人

慢性閉塞性肺疾患 1.2% 23人

腎不全 1.5% 28人

老衰 1.6% 29人

肝疾患 1.6% 30人

大動脈瘤及び解離 1.8% 34人

不慮の事故 2.4% 45人

自殺 2.6% 49人

その他
18.4%
342人

死亡数
1,867人

目黒区の平成20年死因別割合
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施策１ 　ライフステージに応じた保健医療の充実
 ○  乳幼児健診等健康診査の受診を奨励し、障害や疾病の早期発見・療育・治療につなげるとともに、各

種健康学習、保健指導の内容を充実させ、育児不安の軽減に努めます。

 ○  親と子の健康を確保していくため、食に関する学習機会や情報の提供を進めます。

 ○  生活習慣病予防のため、栄養・運動・休養の面から普及・啓発および健康学習の充実を図ります。

 ○  40歳以上の国民健康保険加入者と長寿（後期高齢者）医療制度加入者に対して健康診査を実施する

とともに、必要な方に保健指導等を実施します。

 ○  各種がん検診を実施し、疾病を早期に発見して治療につなげます。

 ○  認知症に対する正しい理解と早期受診のため、認知症予防教室、認知症専門相談、認知症デイケア※

を実施するとともに、認知症患者家族を支援します。

 ○  シルバー健康セミナーなど高齢者向けの講演会・講座を実施し、保健、栄養の面から支援します。

施策２ 　心身の状態に応じた保健医療の充実
 ○  在宅難病患者・家族の精神的な負担の軽減を図るため、保健・医療・福祉等関係機関の連携を一層強

化し、在宅難病患者に対する保健相談の充実を図るとともに、講演会等を開催して知識の普及と療養

支援を行います。

 ○  難病患者が在宅で安心して生活を営めるよう、ホームヘルパーの派遣、日常生活用具の給付等の支援

を行います。

 ○  区民一人ひとりの歯科衛生向上意識を高めるため、地域と連携しながら健康教室、講演会等の事業を

充実し、正しい知識の普及・啓発を進めます。また、障害者の歯科医療体制を充実します。

 ○  気管支ぜん息や慢性閉塞性肺疾患のある区民へ、疾患の自己管理や呼吸器リハビリテーションなどの

正しい知識の普及・啓発を目的とした公害保健福祉・予防事業を充実します。

 ○  高齢の公害認定患者やその家族への保健指導を実施するとともに、医療・福祉機関との連絡調整によ

り支援を充実します。

 ○  乳幼児健康診査や経過観察等健康診査を実施し、障害を早期に発見し、早期療育につなげます。

 ○  医療機関や関係機関と連携しながら、一貫したリハビリテーション体制を整備します。

 ○  講演会や個別の相談事業により、精神疾患とその治療に関する正しい理解を深めるとともに、精神障

害者の社会復帰と社会参加を促すため、デイケア※などを通じて、保健所と医療機関、社会復帰施設

等関係団体、ボランティア等とが連携して支援します。

 ○  うつ病を予防し、早期発見・早期治療を可能にするための対策を進めます。

施策３ 　健康危機管理対策の充実
 ○  感染症発生動向調査の活用により迅速・的確に情報を収集し、区民および学校、社会福祉施設等に提

供するとともに、感染症に関する正しい知識の普及・啓発と相談体制の充実に取り組みます。

 ○  結核の感染リスクが高い人への健康診断を推進し、結核患者の早期発見、集団感染予防、二次感染予

防に取り組みます。

 ○  感染症発生時に関係機関との連携を密にし、迅速・的確な防疫活動を実施します。

 ○  予防接種率向上のため、医療機関等との連携強化、接種方法の充実等の対策を講じるとともに、区民
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に正しい情報を提供し、適切な予防接種を実施します。

 ○  新型インフルエンザなどの新興感染症の発生に対して、感染拡大を予防し、区民の健康被害を最小限

にとどめて区民生活の安全を確保するため、国・東京都と連携して、防疫対策など各種の対策を実施

します。

 ○  ＨＩＶ感染予防の普及・啓発を行うとともに、性感染症を含む検査・相談体制を充実します。

施策４ 　生活環境の向上
 ○  食の安全・安心を確保するため、区の地域特性や食中毒、違反食品の発生状況等を踏まえ、国や他自

治体と連携し、効果的な監視指導を行います。

 ○  営業者による自主的な衛生管理の取組を支援し、食の安全に関する情報を区民や営業者に分りやすく

提供するとともに、相談体制を充実します。

 ○  人と動物が快適に共生できるまちの実現を目指し、飼い主のマナー・責任の普及・啓発を推進します。

 ○  地域のボランティアや獣医師会との連携により、飼い主のいない猫対策に取り組みます。

 ○  環境衛生営業施設や建築物、飲料水等の衛生水準の維持・向上を図るため、継続的な監視指導や建築

物の衛生に関する事前協議による衛生指導を行い、営業者や建築物の所有者の自主管理を支援します。

 ○  衛生的な居住環境の維持・向上を支援するため、窓口相談や講習会の実施、ホームページ等による普

及啓発に取り組みます。

 ○  医療に関する相談を通じて、医療機関と患者が信頼関係を築くことができるよう支援し、医療機関と

区民に医療安全に関する情報を提供します。

 ○  薬局、医薬品販売店舗への立入検査を通じて、医薬品の適切な管理と、医薬品の使用に関する区民へ

の適切な情報提供・相談対応が行われるよう取り組みます。

施策５ 　医療体制の整備
 ○  都、関係機関と連携し、地域における医療従事者確保のＰＲに努めます。

 ○  予防接種が未接種の人たちへの注意喚起や緊急予防接種の実施に迅速に対応するため、保健所情報処

理体制の導入を検討します。

 ○  医療機能連携については、医師会との情報交換を進め、引き続き関係機関との連携に取り組みます。

 ○  警察・消防・医療機関との連絡会による意見交換を行い、健康危機の予防対策に努めます。

 ○  健康危機が発生した場合に備え、区民への情報提供が正確かつ速やかに行われる体制を整備します。

 ○  健康危機発生時の地域医療体制を確保するため、医療関係者等との協議のための連絡会を設置して医

療体制を整備します。

 ○  災害時保健医療救護活動マニュアルを実効性の高いものとするため、実践的な訓練を行います。

 ○  災害時の医薬品供給体制の確立を目指し、医薬品ストックセンターの設置場所を確保します。

 ○  年々増加する救急医療の需要に対応するため、東京都などの関係機関と連携し、身近な地域でだれで

も利用しやすい医療体制を充実します。

 ○  在宅療養体制支援整備のための医療連携システムを整備します。

 ○  糖尿病や脳卒中など主要疾患の地域における医療連携を推進します。
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第３ 地域福祉・地域ケアの推進

現況と課題

核家族化の進行や地域社会の連帯意識の希薄化により、高齢者、障害者等を支えてきた家族や地域がもっ

ている支え合いの機能が低下しています。単身高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中で、地域から孤立

して必要なサービスを受けていない人や、公的サービスでは対応が難しく、制度の狭間にあるなど現行の

仕組みでは対応しきれない生活課題を抱えている人がおり、こうした課題を抱える人たちが地域から孤立

することがないよう、暮らしの安全と安心を高めるセーフティネット※の充実が必要となっています。

一方で、福祉や介護の問題を通じて、地域や住民が主体となり、創意工夫しながら相互に支え合う地域

社会づくりに向けた様々な取組や活動が行われるようになってきました。住民相互の信頼関係や協力関係

によって「地域の力」を築き、新たな支え合いの仕組みを確立して、厚みのある地域サービスが提供でき

るようにする取組が必要です。

区では、平成5年12月に目黒区地域福祉計画を策定して以来、子どもから高齢者まですべての区民を

対象に、だれもが住み慣れた地域で自立して充実した生活を送ることができるよう、地域福祉の推進に取

り組んできました。平成8年度からは、地域福祉を担う目黒区独自の組織として、保健福祉サービス事務

所を各地区に整備しました。その後、平成12年度の介護保険制度の導入、平成18年度の介護保険制度改

正による地域包括支援センターの創設などの状況変化を踏まえて、平成21年4月には、保健福祉サービ

ス事務所と地域包括支援センターを統合した新たな地域包括支援センターを開設しました。

介護保険制度での地域密着型サービス※の創設、医療保険制度改革での在宅医療の推進、障害者自立支

援法による障害者の地域生活への移行推進など、各分野において、地域での生活を支えるための動きが強

まっています。介護予防※の取組においては、要支援・要介護状態となるおそれの高い高齢者を対象とし

た介護予防※教室などのほか、広く一般の区民を対象とした普及啓発活動や地域活動団体等への支援など

を行い、介護予防※を総合的に推進していくことが必要です。

こうした中で、支援を必要とするすべての人を支える地域包括ケア※システムの構築を目指し、地域福

祉推進の更なる展開を図ることが求められています。公的なサービスでは補えない、簡単な身の回りの世

話や外出の付添いなどのニーズが高まっており、ボランティアや公益活動への支援をとおして地域で支え

る力を育てることが必要です。

地域で活動する個人や多様な組織が、対等な関係を築き、地域の課題解決にあたれるよう、情報提供や

研修などの環境整備が必要であり、地域福祉情報を収集・提供し、幅広い活動団体、推進機関が情報を共

有化することのできるネットワークづくりが求められています。

また、安心して保健福祉サービスを選択・利用するためには、相談機能、権利擁護、苦情対応などの利

用者の権利や利益を保護するための施策の充実と合わせて、多様なサービス提供主体の参入を踏まえ、サー

ビスの質の向上に向けた様々な取組を一層充実、強化することが必要です。
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施策の体系 ３　地域福祉・地域ケアの推進
（1）保健福祉推進体制の充実
（2）地域包括ケアの推進
（3）介護予防の推進
（4）地域における新たな支え合いの仕組みづくり

○  身近な地域において、連携のとれた保健・医療・福祉の各サービスが地域住民のニーズに応じて

一体的・体系的に提供され、子どもから高齢者まで、支援を必要とするすべての人が健やかに住

み慣れた地域で生活するための地域ケアシステムが充実しています。

○  区民やボランティア、ＮＰＯ※などの多様な主体が行政と協働しながら、きめ細かな見守りや支

援活動を展開し、相互の信頼関係や協力関係によってだれもが安全で安心な地域生活を送ってい

ます。

10年後の目黒の姿

施策１ 　保健福祉推進体制の充実
 ○  行政サービスだけでは対応できないニーズに対し、ボランティア活動等への支援をとおして地域で支

え合う福祉コミュニティの形成を推進します。

 ○  ボランティア活動、区民活動の支援拠点として目黒区社会福祉協議会が設置した「めぐろボランティ

ア・区民活動センター」を通じて、ボランティア、公益活動を担うＮＰＯ※などを育成・支援します。

 ○  地域で活動する個人や多様な組織の福祉活動への参加を促進するため、目黒区社会福祉協議会と連携

して、情報提供や研修の実施など活動振興のための環境整備に努めます。

 ○  地域の保健福祉情報を様々な活動団体や推進機関が共有することのできるネットワークづくりを推進

します。

 ○  保健福祉サービスを利用する区民等の権利や利益の保護が図られるよう、保健福祉サービス苦情調整

制度を運用するとともに、サービスの第三者評価を充実します。

 ○  判断能力が不十分な人が地域で安心して生活することができるよう、目黒区社会福祉協議会が実施し

ている成年後見制度※利用支援事業、日常生活自立支援事業、法人後見事業等の充実を支援します。

施策２ 　地域包括ケアの推進
 ○  疾病や障害などをもっていても地域で安全・安心に暮らし続けることができるよう、保健・医療・福

祉・介護などの様々なサービスが、地域住民のニーズに応じて、総合的・継続的に提供される仕組み

を構築します。

 ○  そのための地域拠点として、地域包括支援センターが様々な地域資源をコーディネートする役割を果

たしていきます。

 ○  認知症の人と家族の支援、高齢者虐待の防止、介護者支援などの課題に、地域全体での取組を進めます。
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施策３ 　介護予防の推進
 ○  活動的な高齢者を対象に生活機能の維持・向上を図る「一次予防」、虚弱な高齢者を対象に生活機能

低下の早期発見・早期対応を図る「二次予防」、要支援・要介護状態にある高齢者の状態の改善や重

症化の予防を図る「三次予防」の三つの取組を、総合的に、連続性をもたせて実施します。

 ○  要支援・要介護状態になるおそれの高い高齢者（特定高齢者）を対象とした事業を充実するとともに、

一般区民を対象とした普及啓発活動や地域活動団体への支援などを進め、健康づくり、スポーツ、生

涯学習などの各種施策との連携を図りながら介護予防※を総合的に推進します。

 ○  介護予防※に効果的な生活習慣が日常生活の中に取り入れられるよう、継続性に重点を置いた事業を

実施します。

 ○  地域の活動団体等への支援や活動団体との協働事業の拡充などを進め、介護予防※の機運を地域に広

げます。

施策４ 　地域における新たな支え合いの仕組みづくり
 ○  見守りや支援を必要とする高齢者等を地域ごとに把握し、適切なサービスの利用などにつなぐととも

に、継続的な見守り等を実施するため、関係団体・関係機関が情報を共有し、連携した取組を進めます。

 ○  孤立死、高齢者虐待、消費者被害の防止、認知症等によるはいかい高齢者の発見・保護、災害時要援

護者の避難支援などの課題に対応し、だれもが地域で安心して生活できるように、様々な地域資源を

活用した見守り・支援事業を推進します。

 ○  声かけ、見守りを行う近隣の住民相互のネットワークを構築し、行政や民生･児童委員、福祉・医療

の専門職、警察、消防等との連携を図ります。

 ○  現行の制度や仕組みでは対応しきれない、制度の谷間にある問題やちょっとした手助けが必要な状況

など多様な生活課題に対応するため、地域住民が主体的にかかわる支え合いの仕組みづくりを推進し

ます。

 ○  ひとり暮らし高齢者など近隣住民が気軽に立ち寄り、集うことができる居場所を地域につくるなど、

閉じこもりや孤立を防ぐ施策を総合的に推進します。

介護予防教室
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第４ 福祉のまちづくりの推進

現況と課題

子ども、高齢者、障害者を含めたすべての人が、住み慣れた地域で安全・安心・快適に活動できる、暮

らしやすい街の実現を目指した福祉のまちづくりが求められています。

公共的施設等の整備・改善の指導や働きかけについては、「目黒区施設福祉環境整備要綱」や「目黒区

福祉のまちづくり整備要綱」、｢東京都福祉のまちづくり条例」に基づき、また、駅周辺の推進地区にお

ける歩行空間のバリアフリー※のネットワーク化については、「目黒区交通バリアフリー推進基本構想」

に基づき推進しています。

区道においては、歩道の段差解消を進めるとともに、通行の支障となっている放置自転車や不法占拠物

の撤去を随時行っていますが、すべての解消には至っていません。また、道路の歩車道分離は、歩道、車

道それぞれ一定の幅員が必要なことから、すべての区道で行うことが困難な状況です。標示に関しては、

公共施設の案内表示がなかったり、施設によって標示方法が違っていたりするなど不十分で分りにくいた

め、多言語標記や絵文字などだれにとっても分りやすい標示の整備を進める必要があります。

さらに、バリアフリー※化にとどまらず、すべての人が安全に行動できるユニバーサルデザイン※をと

り入れたまちづくりを進めることが求められています。

福祉のまちづくりを推進していくためには、高齢者や障害者に対する施設や設備面の配慮だけではなく、

人々の心の中にある偏見や理解不足をなくし、思いやりをもってともに支え合うことのできる「心のバリ

アフリー」を広げることが欠かせません。そのためには、高齢者や障害者の置かれている心身の状況、そ

こから生じる行動パターンや生活のリズムについて、すべての人が理解や認識を深めることが大切です。

福祉のまちづくりは、人々が生活する上でバリアのない住みやすいまちをつくることにとどまらず、地

域防災力の向上、商店街の活性化、コミュニティの形成といった面からも取組が必要となっています。

施策の体系 ４　福祉のまちづくりの推進
（1）ユニバーサルデザイン、バリアフリーの推進
（2）心のバリアフリーの推進

○  様々な施設や公共交通機関などのバリアフリー※化が進み、ユニバーサルデザイン※で統一された、

だれにも快適な居住空間、移動空間が確保されてきています。また、区民の相互理解が一層進展し、

支え合いながら生活する地域社会ができています。

10年後の目黒の姿
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施策１ 　ユニバーサルデザイン、バリアフリーの推進
 ○  官公署、病院、銀行など不特定多数の人々が利用する公共的施設、店舗、共同住宅等の建設や改築に

あたって、設計段階から積極的に指導や働きかけを行い、バリアフリー※化を推進します。

 ○  だれもが、安全・安心・快適・健康に暮らすことができるよう、「人にやさしい街づくり」の実現に向け、

生活道路網の整備、歩行空間の確保によるバリアフリー※空間のネットワーク化を進めます。

 ○  駅周辺の交通バリアフリー※推進地区と福祉のまちづくり推進地区において、区民参加により、ユニ

バーサルデザイン※をとり入れた福祉のまちづくりを進めます。

 ○  駅を中心とした公共施設案内のサインの標準化を図ります。

 ○  鉄道駅舎の改良、エレベーターやエスカレーターの設置の拡大、車両の改善、バス路線の維持・拡充

など利用しやすい公共交通機関の整備を交通事業者に要請していきます。

施策２ 　心のバリアフリーの推進
 ○  社会的に弱い立場にある人も地域社会の中でともに生き、互いに支え合う社会をつくる「ソーシャル・

インクルージョン」の理念を踏まえた事業や取組を行い、障害者に対する理解を促進するとともに、

障害をもつ人ともたない人の交流を進めます。

 ○  教育の場における各種連合行事において、特別

支援学級の児童・生徒の参加や交流を図ります。

 ○  区民文化祭、社会教育館まつり、福祉施設のま

つり等を通じて、障害をもつ人ともたない人の

交流促進ができるよう条件整備を行います。

 ○  関係団体や機関、民生・児童委員等が行う障害

者への理解を深めるための講演会、勉強会、施

設見学等を支援します。

誰でもトイレ

点字ブロック１ 点字ブロック２
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第５ 子育ち・子育て支援、青少年育成の充実

現況と課題

子どもや子育て家庭を取り巻く環境は、核家族化や親子関係の希薄化などの家族関係の結びつきの変化

により、家庭の養育機能が低下するなど様々な問題が現れてきています。

子育てに関する親の不安感や負担感が増加し、子育て相談機関に寄せられる区民からの相談も増えると

ともに、多様化しています。子育ての負担感は、急速に進行した少子化の遠因ともいわれています。少子

化は、子ども同士のふれあいや集団の遊びの機会を減少させ、子どもや青少年の健やかで心豊かな成長へ

の影響が懸念されています。家庭の養育力の低下や地域の子育て支援機能の低下は、子育て家庭の孤立化

による育児不安の増大につがなるほか、子ども自身の孤立を招き、子どもの社会性やコミュニケーション

能力が育ちにくい状況をつくり出しています。

子育てしやすい環境を整えるには、就労している保護者の働き方の見直しによるワーク・ライフ・バラ

ンス（仕事と生活の調和）の実現が不可欠です。男女がともに家族として積極的に育児に参加するととも

に、子育てを担いながら働くための職場環境の整備に企業などの事業主が積極的に取り組んでいくことが

必要です。保育所には、保育の専門的機能を地域の子育て支援において展開することが求められています

が、同時に、疾病や介護・看護などを理由とする緊急一時保育の需要への対応や、障害児保育の充実など

も課題です。こうしたことを踏まえ、多様な生活態様や働き方に合わせた保育サービスの充実と計画的な

基盤の整備が必要です。

ひとり親家庭への支援では、母子家庭の就業・自立に向けた総合的な支援として、各世帯の実情に応じ

た具体的な就労支援や、子の自立と生活の安定に向けた支援などに一層取り組む必要があります。父子家

庭を対象とした施策の必要性を含め、ひとり親家庭がかかえる課題を明らかにし、ひとり親家庭の子ども

が自立に向けて健やかに成長できるよう、ひとり親家庭への支援のあり方を総合的に検討する必要があり

ます。

コンピュータゲームの普及等により、子どもたちの外遊びや生活体験の機会が減少しています。また、

携帯電話、インターネット等のメディアの発達などが子どもの生活領域に新たな人間関係を生み出すとと

もに、これらによるコミュニケーション形態の変化などにより、大人の目が届かない世界も生じています。

子どもの数の減少、地域社会に属しているという意識や地域社会における役割意識の低下などのコミュニ

ティ意識が希薄化する中で、地域の青少年育成者の役割が期待される一方で、担い手の高齢化、後継者不

足が指摘されています。

青少年に対して、地域社会を担う一員としての自覚を促すような社会参加の機会を更に提供する必要が

あります。また、子どもの安全・安心な居場所としての児童館機能の充実や乳幼児事業をはじめとする子

育て支援事業の充実、中高生対象事業の拡大なども課題です。

子ども・青少年施策は、子育て、教育、地域、安全など多くの部局にまたがる横断的な課題です。区では、

平成17年12月、子どもの権利が尊重され、元気に過ごすことのできるまちの実現を目指して「目黒区子

ども条例」を制定しました。この条例の趣旨を学校教育や家庭・地域などの場で多くの区民に広め、子ど

もの権利尊重の理念を深めていくとともに、今後も、目黒区の地域特性を踏まえ、福祉、教育、健康、ま
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ちづくりを含め、次世代育成支援に向けた総合的な施策を展開していくことが必要です。

施策の体系 ５　子育ち・子育て支援、青少年育成の充実
（1）子どもの育ちの支援
（2）すべての子育て家庭への支援
（3）子育てと仕事の両立支援
（4）青少年の健全育成

○  保健、医療、福祉、教育などの分野での総合的な子育て支援が行われており、地域での子育て支

援活動や多様な保育サービスが充実し、安心して子どもを産み育てることができます。

○  家庭、学校、地域、関係機関、行政の連携・協力により、子どもや青少年の様々な交流や体験の

機会が充実し、主体性が尊重され、権利が守られた環境で健全に育っています。

10年後の目黒の姿

施策１ 　子どもの育ちの支援
 ○  魅力ある居場所づくりや地域の子育て力の向上など、子どもが自ら健やかに育っていくことのできる

環境づくりを進めるとともに、子どもが種々の活動に主体的に参画できる機会や場のあり方について

検討します。

 ○  私立幼稚園が行う教育環境や安全対策の整備に関する取組を支援し、子どもが心身ともに健やかに成

長していくことができる学びの場の整備に努めます。

 ○  子どもの安全・安心な居場所として、子どもたちにとって魅力のある児童館機能を充実するとともに、

中高生にとって各種の活動が可能な魅力ある居場所を確保します。

 ○  青少年の自主性・主体性を尊重して、発達段階に応じた支援を行います。

 ○  子どもの人権を尊重し、子どもの主体的な育ちを支えるため、「目黒区子ども条例」の普及啓発を図

ります。

 ○  子どもが気軽に相談できるよう、「子どもの権利擁護委員制度」の普及・啓発と充実を図ります。また、

子どもの思いにこたえ、解決に向かえるよう、各関係機関との協力・連携を強化します。
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※ ⇒ 用語説明

施策２ 　すべての子育て家庭への支援
 ○  育児支援、相談、交流、虐待防止など、特に配慮が必要な家庭（ひとり親、障害児、外国人）を含む

すべての子育て家庭への支援を進めます。

 ○  児童虐待に対応する先駆型子ども家庭支援センター事業の充実を図るため、子育て情報の提供の充実、

子育て力の向上、自主グループ等との連携、相談の充実、在宅サービスの充実等を行います。

 ○  児童虐待については、児童虐待通告の対応、被虐待児童とその家族への支援、家族再生への支援を行

います。

 ○  地域における子どもにかかわる機関のネットワークや要保護児童対策地域協議会の活動を充実させ、

関係機関の連携を強化します。

 ○  ひとり親家庭の子どもへの養育の充実を進めるとともに、生活基盤が安定できるよう、ひとり親家庭

の自立支援施策を推進します。

 ○  未就労または転職希望の母子家庭の母親を対象に自立支援プログラムを作成し、就労支援をします。

 ○  女性に対する身内からの暴力に対し、緊急一時保護を図るとともに、関係機関と連携し、安心して生

活ができるよう支援を行います。

 ○  保育士、栄養士、看護師などの専門職員が配置されている保育所の特性を生かして、地域の子育て支

援にかかわっていきます。

 ○  緊急一時保育については、拠点園を設け、定員の拡大を行います。

 ○  一時保育等の事業をとおして子育ての負担感を解消します。

 ○  障害児の保護者、主治医や関係機関との連携を密にし、専門指導員による巡回指導を行い、適切な対

応を図ります。

施策３ 　子育てと仕事の両立支援
 ○  働き方に応じた保育ニーズへの対応、保育所の待機児解消、学童保育クラブの充実など、子育てと仕

事の両立のための支援を進めます。

 ○  待機児童の解消を目指し、区立保育所の整備、改修等による定員拡大とともに、民間活力を導入し、

多様な主体と形態による認可保育所等の整備を進めます。また、認可保育所だけでなく、認証保育所※

等の地域の保育資源を活用し、多様なサービスを展開します。

 ○  区立保育所を効率的に運営し、多様な保育サービスの提供に対応していきます。

 ○  家庭福祉員と受託可能人員を増やします。

 ○  保育所等に通っている乳幼児が病気の回復期等で集団保育が困難な時期に、専用施設で一時的に預か

ります。

 ○  利用者増に応じた学童保育クラブの柔軟な運営と施設の整備を進めます。

 ○  区も、事業所として、率先して男性職員が育児に積極的に参加できる職場環境づくりを進め、仕事と

育児の両立支援を更に充実させます。
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学童保育クラブ数・定員数･入所児数の推移
（各年4月1日現在。単位：箇所、人）

年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年
設置数 23 23 24 24 24
定　員 1,120 1,120 1,170 1,170 1,175 

入所児

総　数 1,140 1,222 1,240 1,259 1,215 
1年生 398 454 397 453 428 
2年生 383 397 454 387 452 
3年生 359 371 389 419 335 

保育所定員・入所児数の推移
（各年4月1日現在。単位：箇所、人）

年度 区分 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳以上 計施設数

平成17年度
定員

公立 21 183 318 368 405 778 2,052 
2,411 

私立 4 29 59 66 68 137 359 

在籍児数
公立 168 311 358 396 791 2,024 

2,347 
私立 19 48 58 67 131 323 

平成18年度
定員

公立 21 183 318 368 405 778 2,052 
2,411 

私立 4 29 59 66 68 137 359 

在籍児数
公立 167 309 367 396 800 2,039 

2,380 
私立 27 51 64 67 132 341 

平成19年度
定員

公立 21 183 318 368 405 778 2,052 
2,411 

私立 4 29 59 66 68 137 359 

在籍児数
公立 171 314 359 401 799 2,044 

2,370 
私立 26 55 63 54 128 326 

平成20年度
定員

公立 22 183 323 375 414 797 2,092 
2,451 

私立 4 29 59 66 68 137 359 

在籍児数
公立 175 322 366 388 792 2,043 

2,390 
私立 29 57 66 67 128 347 

平成21年度
定員

公立 21 183 323 373 412 796 2,087 
2,446 

私立 4 29 59 66 68 137 359 

在籍児数
公立 178 320 371 408 807 2,084 

2,428 
私立 27 57 65 65 130 344 

注：平成21年度の公立保育所数の減は、第二田道保育園の廃園による。

施策４ 　青少年の健全育成
 ○  青少年が地域社会を担う一員となるよう、自立性と社会性を身につけるための体験の機会や世代を超

えた交流、地域社会への参加機会の確保などの参画型の事業を積極的に推進します。

 ○  青少年の健全育成を担う団体の主体性を尊重しながら、場の提供や指導者の派遣、団体の求めに応じ

た適切な助言等の支援を行います。

 ○  多様化する青少年に関する諸問題の解決や青少年の自主活動と社会参加を促進するため、専門的な知

識や技術を身につける機会の提供や健全育成に関する情報提供を行います。　
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第６ 高齢者、障害者などの福祉の充実

現況と課題

年々増加している65歳以上の高齢者人口は、これから団塊の世代※が高齢者世代に加わることなどか

ら、平成32年には約53,000人、人口比で約20.3％になり、これに伴って介護を必要とする高齢者や

認知症高齢者も増加すると予測されます。また、高齢者のみで構成される世帯（ひとり暮らし世帯を含む）

も年々増加して全世帯の約17％に達しており、今後も増加することが見込まれます。障害者（身体障害

者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳の所持者数）も年々増加を続けており、そのうち約4割は高

齢者となっています。

高齢者や障害者の多くは加齢や心身の状況、家族状況、居住環境等の変化があった場合にも住み慣れた

自宅や地域での生活を望んでおり、そうした生活を支えるための医療、介護、住宅、見守りなどのサービ

ス提供体制を充実させることが必要となっています。

核家族化の進行や価値観の多様化により地域社会の連帯感が失われつつあり、高齢者や障害者の社会的

孤立を避けるための施策が求められています。地域住民や民間事業所、関係機関などと連携し、ひとり暮

らし高齢者、介護を要する高齢者・障害者やその家族が、安心して住み慣れた地域で生活することができ

るような支援策の充実が必要です。

区は、高齢者や障害者が地域で自立し、健康で生きがいのある生活を送ることができるよう、ホームヘ

ルプなどの在宅サービスの充実に努めるとともに、様々なサービスを利用しても在宅生活を継続すること

が困難な場合のために特別養護老人ホームや障害者の入所施設など施設の整備・充実を図ってきました。

平成12年の介護保険制度の実施や平成18年の障害者自立支援法の施行など、高齢者や障害者を取り巻く

保健、医療、福祉の制度は大きく変化しています。こうした変化の中で、誰もが利用する可能性があるも

のとして、引き続きグループホーム、特別養護老人ホーム、ショートステイ※、障害者支援施設などの福

祉基盤の整備・充実に取り組んでいく必要があります。

高齢者や障害者の就労支援も大きな課題となっており、特に障害者の就労促進は、一人ひとりの障害特

性にあった支援が必要となっています。

高齢者や障害者の介護サービスにおいては、良質な介護サービスの提供体制の確保が重要です。事業者

の指定や業務指導を通じて介護サービスの質の維持・向上を図っていますが、参入事業者の増加等を踏ま

え、区のチェック機能を一層強化していく必要があります。

高齢者、障害者への福祉の充実と合わせて、貧困、疾病、失業などの区民の生活危機に対応する生活保

護制度や低所得者への貸付制度等の支援が、セーフティネット※として一層機能することが重要です。
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施策の体系 ６　高齢者、障害者などの福祉の充実
（1）高齢者生活支援の充実
（2）高齢者の社会参加の促進
（3）高齢者介護サービスの充実
（4）障害者支援の充実
（5）障害者就労支援の推進
（6）福祉基盤の整備・充実
（7）低所得者の支援

○  高齢者・障害者のグループホーム・通所施設など、地域に密着したサービスが充実するとともに、

在宅生活が困難になった人に不可欠な特別養護老人ホームなどの生活基盤整備が進み、地域の中

で尊厳をもって、自立した生きがいのある生活を送っています。

○  高齢者や障害者の地域活動、就労などの社会参加が進み、それぞれがもてる力を生かして地域の

中で大切な役割を担い合いながら、生きがいのある充実した生活を送っています。

○  地域コミュニティの中で、個人や団体等による高齢者、障害者などへの日常的な見守りが行われ、

住民相互の信頼関係の上に築かれた支え合いによって、様々な支援を必要とする人も安全・安心

な生活を送っています。

10年後の目黒の姿

0

8

12

16

20

24

75 歳以上構成比
65歳以上構成比

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
75 歳以上総数
65歳以上総数

平成32年平成27年平成22年平成17年平成12年平成7年

（人） （％）

注１：平成17年までは住民基本台帳による実績値、
　　　平成22年以降は政策企画課の推計値。

35,834

40,706
44,308

48,374
53,081 53,167

15,192
17,672

21,024
24,351

26,507
28,91815.215.2

16.9
17.9

18.8
20.3 20.4

11.1
10.1 

9.5
8.5

7.3
6.4

目黒区の高齢者人口の推移と推計



※ ⇒ 用語解説

第２章　基本目標別計画

─ 79 ─

第
３
節
と
も
に
支
え
合
い　

健
や
か
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

施策１ 　高齢者生活支援の充実
 ○  ひとり暮らしや高齢者のみ世帯の高齢者が安全・安心に生活できるよう、安否確認事業や緊急時の通

報システムを充実します。

 ○  高齢者が地域社会で孤立することがないよう、近隣住民や各種団体等の協力を得て、地域での見守り

の体制をつくります。

 ○  虚弱な状態や介護を要する状態になっても在宅で安心した生活が営めるよう、日常生活支援サービス

を拡充し、普及させます。

 ○  高齢者を在宅で介護している家族が抱える精神的・身体的負担を軽減するため、介護者への支援を充

実します。

 ○  高齢者が安心して居住できるよう、高齢者処遇の専門知識を有する生活援助員（ＬＳＡ）制度などを

活用して、高齢者の在宅支援の視点から、高齢者福祉住宅の運営方法を充実します。

施策２ 　高齢者の社会参加の促進
 ○  高齢者が、豊かな知識・技術・経験を地域社会に積極的に生かすことができるよう、自発的・継続的

に活動するための環境整備を進めます。

 ○  社会参加を希望する高齢者に対して、生きがいづくり、健康づくりを推進するため、高齢者センター

や老人いこいの家などを拠点として、様々な活動の機会を提供・支援し、社会参加を促進します。

 ○  「団塊の世代※」が地域活動や健康づくり活動に参加して、生きがいづくり、仲間づくりができるよう、

活動に必要な情報を発信し、活動参加のきっかけづくりを支援します。

 ○  高齢者の意欲と能力に応じて多様に働くことができる機会の充実を図るほか、自ら新たな事業を立ち

上げる「起業」の支援を行います。

施策３ 　高齢者介護サービスの充実
 ○  高齢者が、できる限り住み慣れた地域で、尊厳をもって、安心して生活を続けられるよう、訪問、通

所等の介護サービスの質と量を確保し、必要なサービスを選択して利用できる在宅サービスを充実し

ます。

 ○  様々なサービスを利用しても在宅生活を継続することが困難な要介護高齢者が必要な介護サービスを

的確に受けられるよう、特別養護老人ホームなどの施設サービスの充実を図ります。

 ○  介護者への相談支援体制の充実やショートステイ※の整備を図るなど、介護する家族への支援策を推

進します。

 ○  介護サービスの安定的な供給のため、介護事業者に対して要介護等高齢者推計人口やサービス必要量

等の情報提供を行います。

 ○  介護給付の動向などを的確に把握し、実地指導等の充実をはじめ様々なシステムや事業を活用して

サービスの質の確保、利用者の権利・利益の保護を図るとともに、介護給付適正化の取組を推進します。
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介護保険被保険者数の推移（第1号被保険者）
（各年度末現在。単位：人）

年齢区分 平成12年度平成13年度平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度平成19年度平成20年度
65～ 74歳 23,396 23,655 23,825 23,512 23,454 23,555 23,914 23,922 24,392
75歳以上 18,721 19,282 19,941 20,605 21,231 21,881 22,558 23,421 24,061
計 42,117 42,937 43,766 44,117 44,685 45,436 46,472 47,343 48,453

要介護認定者実数の推移
（各年度末現在。単位：人）

年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度
要支援 637 710 839 1,079 1,222 1,248
要介護1 1,306 1,648 1,960 2,185 2,376 2,313
要介護2 871 1,063 1,229 1,117 1,101 1,200
要介護3 701 779 861 940 1,008 995
要介護4 775 867 902 991 1,048 1,136
要介護5 689 755 829 914 910 912
計 4,979 5,822 6,620 7,226 7,665 7,804

年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
要支援1 1,107 1,032 1,089
要支援2 920 993 1,097
要介護1 1,294 1,191 1,229
要介護2 1,390 1,484 1,506
要介護3 1,156 1,253 1,281
要介護4 1,115 1,092 1,105
要介護5 945 1,021 1,031
計 7,927 8,066 8,338

注：介護保険制度は、平成18年度改正により区分が変更となった。

施策４ 　障害者支援の充実
 ○  障害者が地域での自立生活を実現することができるよう、利用者とサービス提供事業者との連携を図

るなど、相談支援体制を充実します。

 ○  障害の種別・程度にかかわらず、障害者本人が希望する生活を送ることができるよう、必要とする各

種のサービスを充実するとともに、居住の場、日中活動の場などの地域生活基盤を整備します。

 ○  障害者が地域で自立して生活し、生活の質を向上させることができるよう、働く機会を拡大するとと

もに、安心して働き続けるための支援を行います。

 ○  地域生活基盤を整備し、施設入所者や退院可能な精神障害者が少しでも多く地域生活へ移行すること

を目指します。

 ○  障害児の療育を充実し、幼稚園、保育所などの教育機関等との連携を強化します。

 ○  ノーマライゼーション※の理念の下、障害者の日常生活の利便性と安全性を向上させ、社会参加の機

会を拡大できるよう、情報入手や意思疎通をより円滑に行うための支援を充実するなど、環境整備を

進めます。
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愛の手帳交付者数の推移
（各年7月末日現在。単位：人）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

最重度
18歳以上 20 22 23 23 27
18歳未満 15 14 11 14 12

重　度
18歳以上 214 221 229 240 248
18歳未満 85 87 90 94 87

中　度
18歳以上 224 230 230 230 229
18歳未満 79 72 68 62 50

軽　度
18歳以上 204 208 214 220 232
18歳未満 48 57 67 70 76
計 889 911 932 953 961

身体障害者手帳交付者数の推移
（各年7月末日現在。単位：人）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
視 覚 障 害 392 393 404 388 390
聴 覚 障 害 379 381 400 400 396
音声言語障害 57 63 70 72 74
肢 体 不 自 由 2,875 2,893 2,962 2,990 3,006
内 部 障 害 1,642 1,665 1,732 1,792 1,819

計 5,345 5,395 5,568 5,642 5,685

施策５ 　障害者就労支援の推進
 ○  就労を希望する障害者一人ひとりが適性や能力に応じて働くことができるよう、一般就労の促進と就

労定着に向けて、障害者就労支援センターの運営などの就労支援を拡充します。

 ○  障害者の就労を支援するため、就労訓練の場の提供、福祉工房の充実、民間就労支援施設への支援、

区の就労支援施設の民間団体への提供等により、多様な就労の場を確保するとともに、福祉工房等に

おける受注仲介事業等を実施し、就労支援事業の充実を図ります。

 ○  区内の企業や関係機関による就労支援連絡会を活用し、障害者就労の情報提供とネットワーク化を進

め、就労支援体制を整備・強化します。

 ○  独力で就労した障害者への生活相談や職場でのジョブコーチ※など、安心して働き続けるための支援

を行います。

施策６ 　福祉基盤の整備・充実
 ○  認知症をはじめ介護を必要とする高齢者がそれぞれの特性に応じて地域で安心して暮らし続けられる

よう、公有地の積極的な活用を図るなどにより、認知症高齢者グループホーム※や小規模多機能型居

宅介護※などの地域密着型サービス※の整備を促進します。

 ○  様々なサービスを利用しても在宅生活を継続することが困難な要介護高齢者が必要な介護サービスを

的確に受けられるよう、特別養護老人ホームを計画的に整備します。

 ○  介護が必要な高齢者の在宅生活の継続を支援するとともに、家族等の介護者の負担軽減を支援するた

め、ショートステイ※を整備・充実します。
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 ○  介護サービス基盤の整備にあたっては、社会福祉法人やＮＰＯ※法人など多様な事業者の参入機会を

拡大して民間活力の導入を図り、多様で質の高いサービスを提供します。

 ○  地価が高いなどの本区の地域特性を考慮し、整備費補助制度の充実、利用可能な公有地や施設の活用

など、民間事業者等が事業化しやすい条件を整備することにより、積極的に事業者参入の支援を行い

ます。

 ○  障害の程度や家族の状況から各種のサービスを利用しても在宅生活することが困難な重度障害者の入

所施設を整備します。

 ○  施設入所や入院をしている障害者が地域において安定した日常生活を送ることができるよう、生活基

盤となる住環境整備を行い、地域生活への移行を促進します。

0

750

800

850

900

950

平成20年度平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15年度平成14年度平成13年度平成12年度

909 910
920

876
866 859 854

877 873

特別養護老人ホーム入所者の推移（人） （各年度末現在）

施策７ 　低所得者の支援
 ○  区民が気軽に相談でき、必要なサービスや支援が適切かつ速やかに受けられるように、関係窓口およ

び関係機関との連携を強化します。

 ○  区や関係団体が実施している低所得者向け各種貸付について、区民が有効活用できるよう制度の周知

を図るとともに、必要時に適切かつ迅速に貸付けを行います。

 ○  最後のセーフティネット※である生活保護制度について、法の精神に基づき、最低限度の生活を保障

するとともに、自立助長に向けて適正に実施します。

 ○  関連する区の様々な事業において、低所得者への配慮と支援を充実します。

被生活保護世帯数・人数・保護率の推移
（各年度平均。単位：世帯、人、‰）

年　度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
世帯数 1,940 1,986 1,989 1,978 1,959
人　数 2,390 2,446 2,442 2,377 2,315
保護率 9.7 9.9 9.7 9.4 9.1

注：保護率は人口1,000人に対する率（‰＝パーミル）
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